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要  旨 

 

 

 

筆者は以前 SCM（Supply Chain Management）を支援する港湾サービスのあり方について検討し， 

港湾リードタイム短縮等の必要性を指摘した．その後，企業のグローバル化が進展し,また SCM の 

高度化も見られる中で，企業の SCM の運営形態や物流へのニーズも変わっている可能性がある． 

本資料は企業へのアンケート・ヒアリング調査ならびに海外主要港湾の最近の SCM への対応状況 

を広く調査し，これらの実態を把握した上で，今後の港湾サービスの方向性を考察したものである． 
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Synopsis 

 

 

Previously authors proposed the elements of port logistics services requested by Japanese 

firms operating SCM, pointed out shorter lead times at ports. However, currently such firms might 

be more demanding regarding logistics services, because of the change of production networks or 

improvement of SCM practices under more globalized supply chains.  

This note is aiming at proposing future improvements of international logistics services 

including those of ports, by 1) grasping the current SCM trend by Japanese firms based on 

questionnaires and interviews, and 2) survey of various strategies by worldwide ports with in order 

to support SCM.  
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1. はじめに 

 

荷主のニーズに合致した港湾政策を行うためには，物の

動きに関連した荷主の企業活動の実態を知る必要がある． 

社会経済のグローバル化に伴い，企業は海外からの調達

や海外への販売体制を構築するため海外での拠点を設けて

日々のオペレーションを実施している．この結果海外拠点

とわが国の拠点の間にサプライチェインが構築されさらに

その運営の効率化を図るための経営手法（Supply Chain 

Management：以下「SCM」）が導入されている． 

90 年代の後半から国内外の港湾では SCM 支援のための

取り組みが進み，我が国では 2000 年代初頭のスーパー中枢

港湾政策以降，港湾リードタイム短縮等の港湾サービス向

上の取り組みが実施されている． 

しかしその後も企業は世界経済や政治情勢の変化に応じ

て拠点立地の見直しを行っている他，世界に広く存在する

他企業との競争激化に対応するため，SCM の高度化などを

行っている．このような企業 SCM の変化に対応するため，

港湾もそのサービスの充足性等を把握し必要な改善を行う

必要がある．現在では SCM への対応が港湾の競争力の一つ

の判断要素となっているといえる． 

 上記を踏まえ本研究は，過去 5～10 年間程度を視野に，

我が国を中心とした企業 SCM の実態を把握した上で，現在

の港湾サービスについて評価を行う．さらに海外の港湾の

SCM 対応に向けた取り組みも踏まえつつ，今後の我が国の

港湾サービスの向上の必要性について考察を行う．本研究

は今後の港湾整備・運営に活用されるものである． 

 

２. SCMの概念と分析の視点 

 

2.1 SCMの概念と関連動向 

(1) サプライチェインマネジメントの概念 

SCM については統一的かつ明快な定義が存在するわけ

ではない． 

 サプライチェインとは文字通り「供給連鎖」であり，異

なる企業や企業内拠点が部品や製品をやりとりすることで

この連鎖は形成される．この連鎖を運営する手法が SCM で

あると考えることができ，例えば Christopher(1999) は「顧

客から期待されるサービスレベルを実現し，コストの最適

化を図るため，原材料から最終消費者までの必要な全ての

行為を計画・調和させること」を SCM の目的としている１）． 

 上記の目的のため企業は顧客からの需要に対して予測を

行うが，予測誤差は不可避であり品切れを防ぐためまた迅

速な納期を実現するために在庫を保有することが一般的で

ある．ただし過度な在庫はコストの最適化を損なうことと

なる．また世界の拠点の立地に関する選択もコストに影響

する要因である．顧客の立地状況や世界各地の労働コスト

や技術的能力などを勘案し，世界的な拠点の立地最適化を

図るのが最近の企業戦略である．本研究では SCM の目的や

概念については上述の内容に基づく．サプライチェインに

おける拠点間の輸送に関する機能（国際輸送，港湾での輸

送，内陸輸送，物流拠点での在庫保管等）については本研

究では国際輸送サービスと称し SCM とは区別する．図-2.1

は自動車メーカーの SCM の模式図である２）．上側が国際輸

送サービスを示す．実際には企業 SCM は図の下側により実

施されており拠点間の発注や在庫管理等複雑な行為がなさ

れる．国際輸送サービスは SCM と一体不可分の関係となっ

ており，国際輸送サービス水準は SCM の効率に直接影響す

る．図-2.1 の内容詳細は巻末の参考資料に示した． 

(2) 既往の研究 

 Notteboom ら(2001)３）は，港湾が単なる海上輸送の結節点

としてではなく，サプライチェインを構成する一機能とし

て役割を果たすべきであるとし，港湾での配送や流通加工

といった価値付加の必要性を指摘している．また Morash ら

(1997)４）は SCM を行う上で，拠点間の地理的な距離を埋め

る国際輸送サービスは重要な要素であり，輸送のリードタ

イム短縮等に取り組む必要性を指摘した． 

 安部ら(2004)５）は企業が SCM に取り組み中で港湾が果た

すべき役割を抽出し，港湾サービスの向上（港湾リードタ

イムの短縮，港湾における輸送の確実性の確保，港湾にお

ける輸送の可視性）の必要性を挙げ，また港湾ロジスティ

クス・ハブ（最終工程やクロスドック等の価値付加活動が

可能な港湾空間）を我が国において提供すること（図-2.2）

の可能性を示している． 

 Notteboom ら（2005）６）は，Port Regionalization というコ

ンセプトを欧州の状況から見出している．これは，グロー

バルサプライチェインにおいて港湾から背後荷主までの国

際輸送サービスに関するコストが 18％を占め，この部分の

コスト削減が必要な状況の中で，欧州の港湾は背後地域へ

の輸送回廊を形成し，背後地域における企業の SCM の効率

化を支援しようとしている，というものである． 

さらに井上（2013）７）は，サプライチェイン全体の効率

化が求められる中で，港湾はターミナル運営等のその内部

だけの効率化・高度化にのみ注力するという伝統的な港湾

経営から脱皮する必要性を指摘している．その上で最近の

世界的な港湾の民営化・公社化の動きの中で，港湾運営に

おいて港湾ロジスティクス・ハブの開発や背後圏への輸送

システムや内陸ターミナルの形成等へ取り組む能力やその

ための自由度を確保する必要性を指摘している． 

このような状況の下で，内陸港（ドライポート）が注目 
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図-2.1  SCM と国際輸送サービス

図-2.2  我が国での港湾ロジスティクス・ハブのイメージ（クロスドック，最終工程） 

注：遅延化戦略とは，最終工程の前の半製品を在庫として持ち，各市場の動向に合わせて最終工程

  を行う方法である．最終工程を遅らせることで半製品の在庫を少なくすることができる． 
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を集め，その定義として ROSO ら (2012) ８）は，「内陸に

位置し, 海港と鉄道等の高頻度・定時性のある輸送サービ

スで結ばれたロジスティクスの機能を備えたターミナルで

あり，海港と同様に荷主が貨物の受け渡しが可能な施設」

と定義している．文字通り海港から水に関連した機能（船

舶への荷役）を除いたものと捉えることができるが，海港

との機能的連携の観点から，海港とリンクする高質な輸送

サービスを明示的に含めている．またその他の定義では，

複数ユーザー間の共同利用や，管理運営への公共主体の関

与，貨物手続き（B/L の受け渡し），具体的機能（コンテナ

の引渡の他，配送，LCL 貨物の混載，一時保管，通関等）

に言及したものもある９）. ドライポート導入の効果として

は，海港の機能的負担を軽減するとともに，背後輸送の合

理化，すなわち内陸荷主と港湾との間の陸上輸送回数につ

いて合理化を実現する．また，ドライポートが整備された

地域においては，国際コンテナ輸送コストが低下し，地域

産業の競争力向上にも繋がりえるものである． 

(3) 政策的取組み 

 我が国の港湾政策としては，輸入を主とした港湾リード

タイム（本船の着岸から通関完了までの期間）の短縮，港

湾における輸送状況の把握（輸送の見える化）を確保する

ための情報システム（コンテナ物流情報サービス：コリン

ズ）の導入，港湾地域での流通加工対応の施設整備のため

支援制度の導入等が順次進められてきている． 

2.2 分析の視点 

 企業の SCM の効率化に向けた取り組みは継続して行わ

れている．またこのような企業の取り組みに合わせ世界の

港湾は更なるサービスの向上などを行っている可能性もあ

る．これを踏まえ本研究では，以下の視点から分析する． 

(1)世界的な拠点配置と生産ネットワーク 

・企業はグローバル化する中で，海外へ販売するために販

売拠点を設けるばかりでなく，部品の調達を海外から行

うケースも出てくる．また生産機能も日本のみではなく

コストや市場への近接性を求め海外へ配置する場合も出

てくる．顧客の需要は不確実であるため在庫拠点を市場

近くに設けることも必要である．日本のみでこれらの活

動を行っていた企業が海外の拠点を設けることでこれら

の拠点とのサプライチェインが形成される． 

・海外への拠点立地が海外との貿易を生み出すこととなる．

物流需要は荷主活動によって生じる派生需要（Derived 

Demand）であるが，企業の拠点配置が国際物流の需要動

向に影響する．このため国際輸送サービスを考えるうえ

で，拠点配置についての動向を把握する必要がある． 

・特に近年では生産機能の日本からの流出も危惧されてい

るところである．またアジアにおいては中国のみでなく

他の ASEAN 地域への機能展開も指摘されるところであ

りこれらの実態にも着目した． 

(2)SCM 運営方式（需要予測，在庫管理等） 

・企業は自らの顧客がいつどの程度の数量の製品を購入す

るか需要予測を行う．これは販売する製品を製造するた

めに，一定の所要時間（リードタイム）が必要なためで

ある．一般的に需要予測は目標とする販売時期が先であ

る（すなわちリードタイムが長い）ほど不確実性が増し

精度が低くなると言われている．このため企業はこの製

造から販売までの期間を短縮化する傾向にある．特に需

要予測の対象期間（月次，週次等）は企業が求めるリー

ドタイムの水準に影響し，おのずと国際輸送サービスに

対しても短いリードタイムを求めることになるため，こ

のような動向の把握が必要である． 

・顧客の需要は不確実性をともなう．このため企業は在庫

を有することでこの不確実性に備える．また海外への納

品の場合，輸送等の不確実性があれば企業はそれに対応

するための在庫（安全在庫）を保有することとなる．企

業から見れば輸送を含む不確実性が低いことが望まれる．

このため輸送サービスが現在どの程度企業のニーズを満

たしているか把握を行う必要がある． 

・SCM の方式にはプッシュ（見込み生産）とプル（受注生

産）がある．現実的には企業は製品特性や需要特性に配

慮し，これらの組み合わせ型としている場合が多いと見

られる．一つの形態としては最終工程を受注生産で行い，

その工程までの間を見込生産で行うものである．これら

の境界はデカップリングポイントと称され，見込生産に

より生産した在庫を汎用品として抱え最終工程に備える．

このような地点では最終工程として流通加工等の価値付

加が行われる．たとえばロッテルダム港のロジスティク

ス・ハブである Distripark は，欧州の配送のためのデカッ

プリングポイントとしての機能を果たしている．図-2.2

は今後日本がアジア地域に対し最終工程を行う場合のイ

メージを示しているが，欧州ではすでにロッテルダム港

は，周辺の欧州各国の市場に対してこのような機能を果

たしている． 

企業の見込・受注といった生産方式は，我が国へのロジ

スティクス・ハブの必要性についての基本的な情報とな

りえるため，把握することとした． 

(2)情報システムの活用 

・企業は SCM のオペレーションを管理するためサプライチ

ェインを見える化・可視化する動きがある．顧客の需要

動向や生産動向，在庫の所在等サプライチェインの全体

を見えるようにして関係者の連携を強化させることが

SCM の最適化・効率化につながる．特にグローバル SCM
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については距離が離れた拠点間の連携などのため世界レ

ベルで情報システムを構築する動きが盛んになっている． 

・このような中で，輸送状況について可視化する動きが出

てきている．企業にとっては輸送途上の貨物も大切な在

庫でありこれを管理することが必須となっている。グロ

ーバル SCM においては国際輸送の部分のリードタイム

が長くまた輸送途上の貨物情報は得にくいため，このよ

うな部分での可視性についてもニーズが高まっている可

能性がある．またこのような可視化された情報が企業全

体の情報システムとどう結びつき得るかという視点も，

今後の可視性サービスの提供においては重要な視点であ

る．以上のことから企業の情報システムの動向や可視化

ニーズ等について把握した． 

(3)輸送実態と価値付加の状況 

・グローバル SCM において企業がどのように実際に物を流

しているか把握することは物流サービスに対するニーズ

等を把握する上で重要である．具体的には海上・航空比

率，海外港でのトランシップ，国際フェリー・RORO の

利用動向といった基本的な動向をまず把握した．また我

が国において最近取り組みが進み始めたラウンドユース

（輸入で使用した空コンテナを港へ回送せずに輸出のコ

ンテナとして再利用すること）に関し背後輸送の効率化

について考察する観点から企業内での取り組みについて

も把握した． 

・このほか企業が我が国において実施している価値付加の

内容についても把握することとした．輸入した部品等に

対して我が国で価値付加を行い再輸出する形態が確認で

きれば，今後の 3 国間のロジスティクス・ハブに関する

ニーズの考察が可能となる． 

・これに関連し，我が国港湾での物流拠点の利用状況や，

今後のニーズについて把握を行った．ロジスティクス戦

略の高度化の事例として VMI（Vendor Managed Inventory）

や輸出におけるバイヤーズコンソリデーションがあるが，

我が国の港湾でもこのような価値付加が行われれば港湾

でのロジスティクス・ハブの整備ニーズも高まる． 

(4)最近の新しい SCM 戦略動向 

・近年の新しい課題に対応するため，企業はグローバルオ

ペレーションを従来の SCM のように数量で管理するの

でなく金額（収益）で管理する S&OP（Sales and Operation 

Planning）という形態が出てきていることが指摘されてい

る７）．S&OP と SCM の相違，港湾等の国際輸送サービス

への要請等について把握することが必要である． 

・また先の震災を契機に事業継続計画に取り組む企業が多

くなっているが戦略策定状況や最新の輸送ニーズについ

て把握を行うこととした． 

(5)企業の物流戦略とニーズ 

・企業による SCM の国際輸送サービスに関する部分につい

ては運営の効率化や顧客への配送サービスの向上等のた

め，様々な戦略がとられてきている．この際に企業がも

とめる港湾・物流サービスについて把握しておくことも

必要である． 

(6)海外港湾の動向 

・Nottboom ら（2005）の指摘の通り背後の輸送回廊への港

湾の関与は世界各地で見られる動向であるが，これ以外

にも世界の港湾が独自の取り組みを行っていることが予

想される．我が国港湾が遅れを取らないようこの動向を

把握した． 

・なお，海外港湾の取り組みについては，最近の港湾管理

運営組織の公社化に見られるように港湾の有するガバナ

ンスに関する体制とも関連性があると考えられることか

ら，港湾の管理運営方式についても触れることとした． 

 以上のような視点から最近の SCM の動向を把握し，我 

が国の港湾等の輸送サービスの評価・改善方策の方向性に 

ついて考察した。 

 

３. 調査の方法 

 

3.1 企業アンケート 

調査対象は，製造業，卸売業，小売業，物流事業者計 614 

社である．抽出においては，会社四季報を活用した他，筆

者が実施した平成 18 年度アンケート調査対象企業の一部も 

考慮した．対象企業の抽出の考え方は以下のとおりである． 

・海上コンテナ輸送の利用が少ないとみられる業種（石油，

石炭，鉄鋼関係）を対象外とする． 

・製造業については SCM の取組みが進んでいると見られる

自動車製造等について，従業員数の多い企業から抽出． 

・卸・小売業は，雑誌記事等で最近 SCM を実施している SPA 

（Specialty Store Retailor of Private Label Appeal：製造小売業）

と紹介されている企業，及び大手小売業（アパレル，家

具，スーパー，ホームセンター）を抽出． 

・物流事業者は，陸運業、倉庫・運輸関連業より抽出． 

調査は郵送による配布回収（平成 26 年 10 月～12 月）と

した．発送数は荷主企業 564 社，物流事業者 50 社としたが 

回収数は荷主企業 71 社（回収率 12.6％），物流事業者９社

（回収率 18.0％）である． 

 回収率が比較的低い理由として，本調査はグローバル

SCM を行っていることを前提としたものであるが，企業は

必ずしもグローバル SCMに取り組んでいるとは限らないこ

とから，回答が困難であった企業も少なからずあったもの

とみられる． 
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 主要なアンケートの内容は以下の通りである． 

・企業の概要，企業の一般的な活動状況 

・国内事業所の主な調達・納入先，国内事業所の海外調達・

納入での輸送方法 

・サプライチェインの運営方法 

・港湾等の国際物流サービスの利用状況と問題点・ニーズ 

3.2 統計データによる分析 

通常貿易統計や貨物輸送に関する統計データでは，調 

達・生産・販売といった一連の生産ネットワークを把握す

ることはできない．本研究では，国連がデータベース化・

公表している統計である PC-TAS（Trade Analysis System for 

Personal Computers）を用いた．当該データベースは CD に

格納されており，限られた品目ではあるが中間財である部

品が対象品目となっており，生産ネットワークの動向を把

握することが可能である．データの対象国は全世界であり，

アジアを中心とした各国の状況を分析することができる． 

3.3 ヒアリング調査等 

 荷主企業の動向については，アンケートの実施により把

握したが，さらにその具体的内容を確認するため，アンケ

ートの回答を頂いた企業3社について，訪問形式でヒアリン

グを行った．対象は，製造業２社，卸・小売業１社である． 

 また海外港湾の対応状況については欧州，韓国，米国の 

港湾関係者やユーザーを訪問し現地調査を行った． 

さらに企業のSCMに関する動向については適宜文献によ

る情報で補足することとした． 

 

４. 拠点立地・生産ネットワークの動向 

 

4.1 統計データによる分析 

 近年指摘されている我が国の生産機能の空洞化の状況な

どについてみるため，アジア地域でサプライチェインが構

築されている自動車関連（自動車部品ならびに完成車），電

子機器関連（PC 部品並びに完成品）ならびに工作機械関連

（部品並びに完成品）の貿易動向を上述の PC-TAS により

見る．なお，数値は貿易額ベースでありまた輸送モードは

海上輸送と航空輸送が含まれていることに留意されたい． 

(1) 自動車関連 

 表-4.1 は自動車部品，表-4.2 は完成自動車の貿易動向を見

たものである．2004 年においては，我が国は表で対象とし

た地域の中で部品の輸出の多く（56.2%）を占めていたが，

2012 年においては輸出総額は増加したものの，シェアは低

下（41.3%）した．輸出額を大きく伸ばしたのは韓国と中国

であり，それぞれ 2004 年から 2012 年の間に 4 倍程度に増

加している．またこの期間にタイも輸出を大きく伸ばして

おり，5 倍以上に増加しているが，インドネシアやマレー

シアへの輸出増が目立つ．タイは ASEAN 地域での自動車

関連の拠点となりつつあることがデータからも見て取れる． 

付加価値が高いと想定される米国向けの自動車部品の輸出

については，我が国はこの期間で微増であるが，韓国と中

国の伸び率が大きい． 

 完成自動車については，中国が輸入を大きく伸ばしてお

り，2004 年から 2012 年の間に５倍以上となっている．他

方中国は完成自動車の輸出は殆ど増加していない．我が国

についてみると，輸出が増加しているが，特に対中国向け

の増加が著しい．我が国の輸入も増加し特にタイからの輸

入が増加している． 

 以上も踏まえ，アジア地域を中心とした生産ネットワー

クの変化について考察すると，部品の供給は 2004 年以我が

が国に加え韓国・中国がそのシェアを増加させている．た

だし中国の消費量の増加ならびにタイでの生産拠点として

の機能向上から我が国は部品の輸出量自体は増加しており，

明確な空洞化は確認できない．最終製品である完成自動車

については，中国がアジア地域での一大消費地となってい

るほか，ASEAN 地域での消費の増加も見られる．また我が

国については生産拠点であるタイからの輸入が増加してい

る．生産ネットワークを概観すると図-4.1 のようになる． 

(2) 電子機器関連 

 表-4.3 は PC の部品，表-4.4 は完成品の貿易動向を見たも

のである．2004 年においては，我が国は部品の輸出国とし

て一定の地位を占めていたが，2012 年には中国がシェアを

大きく増加させ，表で対象とした国の輸出額の３割以上を

占めるに至っている．完成品についても同様であり，アジ

ア地域での生産機能が中国に集中する状況となっているほ

か，米国向けの完成品輸出も増加が著しい．完成品の消費

国については，ASEAN 地域も増加してはいるが，中国の増

加が著しい． 

 以上から PC の生産ネットワークについては，中国が部

品・完成品の生産拠点となっており，アジア域内ならびに

米国への供給拠点として機能している．我が国の地位は必

ずしも高いものではなかったが，2012 年までにさらにその

地位は低下している．生産ネットワークを概観すると図-4.2

のようになる． 

(3) 工作機械関連 

 表-4.5 は工作機械部品，表-4.6 は完成品の貿易動向を見た

ものである．2004 年以降，我が国は部品，完成品ともに主

要な供給拠点となっており，2012 年においてもその地位は

殆ど変化していない．他方，部品，完成品について輸入が

増加したのは中国，タイであるが，これらはそれぞれ PC

と完成自動車の生産拠点として機能している国である．生

産ネットワークを概観すると図-4.3 のようになる． 
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2004 　輸入

日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計 日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計

日本 - 1,466,257 4,752,399 204,009 2,054,056 2,793,359 1,174,713 234,059 1,437,981 531,885 18,137,278 32,785,996 - 2.5% 8.1% 0.3% 3.5% 4.8% 2.0% 0.4% 2.5% 0.9% 31.1% 56.2%
韓国 585,950 - 3,284,692 11,083 125,691 108,493 94,213 47,742 50,845 731,354 1,766,337 6,806,400 1.0% - 5.6% 0.0% 0.2% 0.2% 0.2% 0.1% 0.1% 1.3% 3.0% 11.7%
中国 1,513,906 153,394 - 92,736 129,538 60,792 134,044 69,752 123,391 17,479 3,759,793 6,054,825 2.6% 0.3% - 0.2% 0.2% 0.1% 0.2% 0.1% 0.2% 0.0% 6.4% 10.4%
香港 3,655 263 134,674 - 3,491 3,120 2,254 10,739 1,425 4 23,266 182,891 0.0% 0.0% 0.2% - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3%
台湾 315,156 12,222 569,369 444,661 - 95,911 74,142 72,830 90,217 21,686 1,813,302 3,509,496 0.5% 0.0% 1.0% 0.8% - 0.2% 0.1% 0.1% 0.2% 0.0% 3.1% 6.0%
タイ 596,450 16,943 90,400 3,787 74,121 - 363,761 36,021 255,034 127,175 212,017 1,775,709 1.0% 0.0% 0.2% 0.0% 0.1% - 0.6% 0.1% 0.4% 0.2% 0.4% 3.0%
ﾏﾚｰｼｱ 40,516 875 22,967 8,920 58,496 121,927 - 72,189 33,202 6,677 30,761 396,530 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.2% - 0.1% 0.1% 0.0% 0.1% 0.7%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 59,242 70,777 160,349 200,349 170,283 214,793 413,871 - 388,140 58,804 74,386 1,810,994 0.1% 0.1% 0.3% 0.3% 0.3% 0.4% 0.7% - 0.7% 0.1% 0.1% 3.1%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 235,527 843 48,361 2,170 43,905 126,394 129,228 27,139 - 12,048 93,224 718,839 0.4% 0.0% 0.1% 0.0% 0.1% 0.2% 0.2% 0.0% - 0.0% 0.2% 1.2%
インド 17,674 22,551 20,461 2,632 4,791 32,509 23,494 7,720 13,450 - 334,079 479,361 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.6% 0.8%
米国 1,783,026 725,295 831,080 47,224 142,746 100,323 10,545 98,133 14,650 50,758 - 3,803,780 3.1% 1.2% 1.4% 0.1% 0.2% 0.2% 0.0% 0.2% 0.0% 0.1% - 6.5%
計 5,151,102 2,469,420 9,914,752 1,017,571 2,807,118 3,657,621 2,420,265 676,324 2,408,335 1,557,870 26,244,443 58,324,821 8.8% 4.2% 17.0% 1.7% 4.8% 6.3% 4.1% 1.2% 4.1% 2.7% 45.0% 100.0%

2012 　輸入

日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計 日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計

日本 - 1,416,580 14,871,245 115,267 1,547,814 9,026,189 1,998,253 236,217 4,166,500 1,278,139 19,257,736 53,913,940 - 1.1% 11.4% 0.1% 1.2% 6.9% 1.5% 0.2% 3.2% 1.0% 14.8% 41.3%
韓国 1,346,429 - 8,230,820 11,752 471,129 750,901 165,255 81,841 134,656 3,004,762 10,535,154 24,732,699 1.0% - 6.3% 0.0% 0.4% 0.6% 0.1% 0.1% 0.1% 2.3% 8.1% 18.9%
中国 4,698,209 2,063,730 - 485,702 472,328 1,200,517 1,154,343 150,085 530,349 1,047,889 13,966,768 25,769,920 3.6% 1.6% - 0.4% 0.4% 0.9% 0.9% 0.1% 0.4% 0.8% 10.7% 19.7%
香港 33,815 2,056 226,544 - 13,885 5,620 6,715 16,358 403 633 44,591 350,620 0.0% 0.0% 0.2% - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3%
台湾 400,558 36,219 551,587 70,339 - 239,073 115,330 75,707 136,986 47,493 2,914,275 4,587,567 0.3% 0.0% 0.4% 0.1% - 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 2.2% 3.5%
タイ 1,442,768 63,108 175,796 10,813 187,335 - 1,388,508 81,754 1,830,998 518,317 458,146 6,157,543 1.1% 0.0% 0.1% 0.0% 0.1% - 1.1% 0.1% 1.4% 0.4% 0.4% 4.7%
ﾏﾚｰｼｱ 104,877 4,865 69,788 53,442 47,756 333,453 - 188,133 248,704 7,863 76,707 1,135,588 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.3% - 0.1% 0.2% 0.0% 0.1% 0.9%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 49,038 1,572,737 159,255 359,957 190,042 312,410 573,279 - 779,655 94,462 173,325 4,264,160 0.0% 1.2% 0.1% 0.3% 0.1% 0.2% 0.4% - 0.6% 0.1% 0.1% 3.3%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 573,598 5,989 137,390 661 66,673 804,575 299,444 47,258 - 71,305 99,737 2,106,630 0.4% 0.0% 0.1% 0.0% 0.1% 0.6% 0.2% 0.0% - 0.1% 0.1% 1.6%
インド 169,279 49,618 126,812 471 4,206 415,682 61,393 19,440 245,365 - 1,552,112 2,644,378 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.3% 0.0% 0.0% 0.2% - 1.2% 2.0%
米国 1,237,705 783,849 1,539,002 137,437 56,521 336,083 18,708 332,668 90,868 323,974 - 4,856,815 0.9% 0.6% 1.2% 0.1% 0.0% 0.3% 0.0% 0.3% 0.1% 0.2% - 3.7%
計 10,056,276 5,998,751 26,088,239 1,245,841 3,057,689 13,424,503 5,781,228 1,229,461 8,164,484 6,394,837 49,078,551 130,519,860 7.7% 4.6% 20.0% 1.0% 2.3% 10.3% 4.4% 0.9% 6.3% 4.9% 37.6% 100.0%
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2004 　輸入

日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計 日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計

日本 - 210,301 1,314,463 472,263 343,004 314,321 568,481 586,919 338,099 39,538 32,903,436 37,090,825 - 0.4% 2.6% 0.9% 0.7% 0.6% 1.1% 1.1% 0.7% 0.1% 63.9% 72.1%
韓国 27,418 - 419,106 12,890 124,740 9,920 450,140 141,726 79,072 31,226 10,138,228 11,434,466 0.1% - 0.8% 0.0% 0.2% 0.0% 0.9% 0.3% 0.2% 0.1% 19.7% 22.2%
中国 6,962 1,645 - 31,038 693 94 95 82 49 2 14,016 54,676 0.0% 0.0% - 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1%
香港 1,386 359 1,053,134 - 1,896 6,660 2,261 2,145 8,703 0 98 1,076,642 0.0% 0.0% 2.0% - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.1%
台湾 1,271 0 1,175 729 - 19 0 194 0 0 295 3,683 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
タイ 69,639 0 13,475 7,895 587 - 64,674 222,407 372,524 44 136 751,381 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.1% 0.4% 0.7% 0.0% 0.0% 1.5%
ﾏﾚｰｼｱ 2,034 0 673 282 514 1,312 - 10,073 1,585 173 48 16,694 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 2,895 68 2,230 2,587 1,900 6,357 35,236 - 28,834 514 532 81,153 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% - 0.1% 0.0% 0.0% 0.2%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 3,739 0 0 0 348 88,065 28,040 865 - 0 147 121,204 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.1% 0.0% - 0.0% 0.0% 0.2%
インド 619 5,748 115 4 0 24 1,922 9 132 - 464 9,037 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.0% 0.0%
米国 486,477 47,852 118,967 84,879 73,472 8,909 1,000 2,913 19 679 - 825,167 0.9% 0.1% 0.2% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% - 1.6%
計 602,440 265,973 2,923,338 612,567 547,154 435,681 1,151,849 967,333 829,017 72,176 43,057,400 51,464,928 1.2% 0.5% 5.7% 1.2% 1.1% 0.8% 2.2% 1.9% 1.6% 0.1% 83.7% 100.0%

2012 　輸入

日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計 日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計

日本 - 360,454 5,427,693 587,090 803,055 436,916 1,269,166 147,829 814,973 15,947 37,419,440 47,282,563 - 0.5% 7.5% 0.8% 1.1% 0.6% 1.8% 0.2% 1.1% 0.0% 51.6% 65.2%
韓国 10,204 - 1,511,675 26,861 3,152 24,550 238,781 48,712 164,242 4,315 10,528,025 12,560,517 0.0% - 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 0.1% 0.2% 0.0% 14.5% 17.3%
中国 9,242 11,178 - 3,324 7,841 5,974 22,628 348 5,058 538 19,356 85,487 0.0% 0.0% - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1%
香港 3,598 647 95,776 - 1,616 58,270 3,884 29,676 52,466 0 874 246,807 0.0% 0.0% 0.1% - 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.3%
台湾 13,328 5,478 924 74 - 14,362 22 15 0 5 77,121 111,329 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.2%
タイ 720,711 351 56,338 4,066 63 - 447,200 40,180 1,531,377 15,082 3,731 2,819,099 1.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% - 0.6% 0.1% 2.1% 0.0% 0.0% 3.9%
ﾏﾚｰｼｱ 1,266 50 8,124 71 2,021 98,646 - 1,922 65,459 37 8 177,604 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% - 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.2%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 3,792 151 2,561 1,183 16 38,733 36,510 - 169,359 301 562 253,168 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% - 0.2% 0.0% 0.0% 0.3%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 156,914 134 134 825 10,912 475,254 145,983 2,918 - 41 590 793,705 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.7% 0.2% 0.0% - 0.0% 0.0% 1.1%
インド 5,276 777 978 127 8,020 666 26,257 120 57,783 - 441 100,445 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% - 0.0% 0.1%
米国 962,159 616,740 5,732,749 399,342 203,938 27,560 1,758 18,565 38,940 38,399 - 8,040,150 1.3% 0.9% 7.9% 0.6% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% - 11.1%
計 1,886,490 995,960 12,836,952 1,022,963 1,040,634 1,180,931 2,192,189 290,285 2,899,657 74,665 48,050,148 72,470,874 2.6% 1.4% 17.7% 1.4% 1.4% 1.6% 3.0% 0.4% 4.0% 0.1% 66.3% 100.0%
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表-4.1  主要国間の貿易動向（自動車部品）

図-4.1  生産ネットワーク（自動車関連）

表-4.2  主要国間の貿易動向（完成自動車）
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2004 　輸入

日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計 日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計

日本 - 660,267 4,520,537 2,153,314 1,275,084 703,068 308,719 1,409,413 353,397 24,879 9,270,903 20,679,581 - 0.4% 2.6% 1.3% 0.7% 0.4% 0.2% 0.8% 0.2% 0.0% 5.4% 12.1%
韓国 1,141,938 - 6,831,592 1,576,485 1,148,881 34,390 1,604,945 750,916 62,770 53,860 3,948,826 17,154,603 0.7% - 4.0% 0.9% 0.7% 0.0% 0.9% 0.4% 0.0% 0.0% 2.3% 10.0%
中国 3,679,072 817,333 - 15,754,077 1,496,820 1,045,201 2,535,967 1,723,931 267,687 148,281 9,721,614 37,189,983 2.1% 0.5% - 9.2% 0.9% 0.6% 1.5% 1.0% 0.2% 0.1% 5.7% 21.7%
香港 1,602,073 1,394,644 21,950,652 - 881,948 1,089,289 570,019 2,042,166 71,267 166,331 3,149,199 32,917,588 0.9% 0.8% 12.8% - 0.5% 0.6% 0.3% 1.2% 0.0% 0.1% 1.8% 19.2%
台湾 1,779,315 368,339 2,214,646 2,276,784 - 195,148 362,207 476,479 79,356 91,873 4,881,414 12,725,561 1.0% 0.2% 1.3% 1.3% - 0.1% 0.2% 0.3% 0.0% 0.1% 2.8% 7.4%
タイ 501,572 70,633 1,412,564 709,055 164,671 - 937,352 2,080,890 25,018 84,633 420,483 6,406,871 0.3% 0.0% 0.8% 0.4% 0.1% - 0.5% 1.2% 0.0% 0.0% 0.2% 3.7%
ﾏﾚｰｼｱ 1,377,416 323,586 1,327,446 711,211 207,758 1,346,723 - 3,975,123 80,101 208,261 3,423,697 12,981,322 0.8% 0.2% 0.8% 0.4% 0.1% 0.8% - 2.3% 0.0% 0.1% 2.0% 7.6%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 1,500,986 934,510 1,437,259 1,442,035 674,400 1,034,110 3,116,735 - 2,646,743 993,359 5,932,289 19,712,426 0.9% 0.5% 0.8% 0.8% 0.4% 0.6% 1.8% - 1.5% 0.6% 3.5% 11.5%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 250,243 777 3,623 6,723 1,258 1,714 329,698 1,641,191 - 52 20,532 2,255,811 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 1.0% - 0.0% 0.0% 1.3%
インド 2,122 378 9,148 8,436 5,412 16,658 95,763 39,196 1,725 - 163,294 342,132 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% - 0.1% 0.2%
米国 1,910,499 381,262 1,194,245 1,235,127 682,000 954,598 576,161 1,980,525 20,542 175,736 - 9,110,695 1.1% 0.2% 0.7% 0.7% 0.4% 0.6% 0.3% 1.2% 0.0% 0.1% - 5.3%
計 13,745,236 4,951,729 40,901,712 25,873,247 6,538,232 6,420,899 10,437,566 16,119,830 3,608,606 1,947,265 40,932,251 171,476,573 8.0% 2.9% 23.9% 15.1% 3.8% 3.7% 6.1% 9.4% 2.1% 1.1% 23.9% 100.0%

2012 　輸入

日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計 日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計

日本 - 58,365 1,055,792 1,028,850 61,703 365,074 30,818 114,698 13,220 5,373 802,115 3,536,008 - 0.0% 0.7% 0.7% 0.0% 0.3% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.6% 2.5%
韓国 147,735 - 2,169,301 756,008 61,574 57,381 78,498 297,441 12,103 13,319 2,147,238 5,740,598 0.1% - 1.5% 0.5% 0.0% 0.0% 0.1% 0.2% 0.0% 0.0% 1.5% 4.0%
中国 2,133,065 1,074,900 - 25,085,370 1,345,819 2,806,744 1,014,139 1,663,431 158,181 852,098 9,750,417 45,884,164 1.5% 0.8% - 17.6% 0.9% 2.0% 0.7% 1.2% 0.1% 0.6% 6.8% 32.1%
香港 1,664,372 614,234 37,224,928 - 612,954 1,664,267 1,048,387 567,285 258,594 157,096 2,770,117 46,582,234 1.2% 0.4% 26.0% - 0.4% 1.2% 0.7% 0.4% 0.2% 0.1% 1.9% 32.6%
台湾 537,674 168,639 1,843,969 1,171,726 - 93,537 205,913 201,301 34,525 119,941 2,508,785 6,886,010 0.4% 0.1% 1.3% 0.8% - 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 0.1% 1.8% 4.8%
タイ 71,492 11,686 1,859,844 1,241,566 6,571 - 1,375,568 283,547 2,457 30,799 886,450 5,769,980 0.1% 0.0% 1.3% 0.9% 0.0% - 1.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.6% 4.0%
ﾏﾚｰｼｱ 275,777 315,013 1,318,129 860,701 172,845 2,753,510 - 1,653,307 17,147 145,753 1,231,555 8,743,737 0.2% 0.2% 0.9% 0.6% 0.1% 1.9% - 1.2% 0.0% 0.1% 0.9% 6.1%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 1,002,874 610,270 1,301,722 2,027,928 427,027 1,861,883 1,910,287 - 1,683,754 1,187,816 1,922,897 13,936,458 0.7% 0.4% 0.9% 1.4% 0.3% 1.3% 1.3% - 1.2% 0.8% 1.3% 9.8%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 9,102 510 6,050 10,910 646 11,301 7,194 322,576 - 1,614 29,031 398,934 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% - 0.0% 0.0% 0.3%
インド 2,819 1,839 98,066 17,828 10,349 4,254 31,781 47,873 355 - 157,682 372,846 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.1% 0.3%
米国 510,037 157,537 1,294,269 1,223,407 269,124 372,990 258,896 851,135 17,640 126,312 - 5,081,347 0.4% 0.1% 0.9% 0.9% 0.2% 0.3% 0.2% 0.6% 0.0% 0.1% - 3.6%
計 6,354,947 3,012,993 48,172,070 33,424,294 2,968,612 9,990,941 5,961,481 6,002,594 2,197,976 2,640,121 22,206,287 142,932,316 4.4% 2.1% 33.7% 23.4% 2.1% 7.0% 4.2% 4.2% 1.5% 1.8% 15.5% 100.0%
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2004 　輸入

日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計 日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計

日本 - 252,883 597,827 360,498 296,360 76,374 42,297 351,276 4,990 7,908 3,395,222 5,385,635 - 0.3% 0.7% 0.4% 0.3% 0.1% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 3.7% 5.9%
韓国 790,817 - 2,221,970 1,882,437 125,375 157,306 252,288 68,339 15,709 63,718 1,495,293 7,073,252 0.9% - 2.4% 2.1% 0.1% 0.2% 0.3% 0.1% 0.0% 0.1% 1.6% 7.7%
中国 6,417,864 1,702,100 - 10,694,678 858,012 182,206 552,366 1,062,194 34,325 161,591 18,295,168 39,960,504 7.0% 1.9% - 11.7% 0.9% 0.2% 0.6% 1.2% 0.0% 0.2% 20.0% 43.8%
香港 432,942 133,782 3,425,271 - 148,875 49,051 36,553 237,527 8,799 43,241 827,802 5,343,843 0.5% 0.1% 3.8% - 0.2% 0.1% 0.0% 0.3% 0.0% 0.0% 0.9% 5.9%
台湾 706,523 86,320 303,836 274,805 - 59,884 53,457 114,922 6,934 16,900 1,709,797 3,333,378 0.8% 0.1% 0.3% 0.3% - 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 1.9% 3.7%
タイ 474,733 53,691 820,655 214,265 254,287 - 241,785 343,457 1,941 32,642 1,328,217 3,765,673 0.5% 0.1% 0.9% 0.2% 0.3% - 0.3% 0.4% 0.0% 0.0% 1.5% 4.1%
ﾏﾚｰｼｱ 332,069 226,538 274,924 109,668 100,322 90,220 - 346,036 44,622 191,658 7,301,804 9,017,861 0.4% 0.2% 0.3% 0.1% 0.1% 0.1% - 0.4% 0.0% 0.2% 8.0% 9.9%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 898,754 323,453 1,374,903 1,189,692 509,461 227,082 648,821 - 397,562 423,048 5,002,221 10,994,997 1.0% 0.4% 1.5% 1.3% 0.6% 0.2% 0.7% - 0.4% 0.5% 5.5% 12.0%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 236,028 15,186 68,332 72,564 20,599 18,206 9,342 195,463 - 24,581 368,554 1,028,855 0.3% 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% - 0.0% 0.4% 1.1%
インド 930 487 3,447 365 602 35 2,647 8,739 417 - 51,095 68,764 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.1% 0.1%
米国 1,567,064 502,271 779,539 633,765 340,029 130,169 350,985 649,593 38,241 311,687 - 5,303,343 1.7% 0.6% 0.9% 0.7% 0.4% 0.1% 0.4% 0.7% 0.0% 0.3% - 5.8%
計 11,857,724 3,296,711 9,870,704 15,432,737 2,653,922 990,533 2,190,541 3,377,546 553,540 1,276,974 39,775,173 91,276,105 13.0% 3.6% 10.8% 16.9% 2.9% 1.1% 2.4% 3.7% 0.6% 1.4% 43.6% 100.0%

2012 　輸入

日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計 日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計

日本 - 51,847 215,926 199,180 63,193 45,278 26,243 187,094 12,085 18,466 903,875 1,723,187 - 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.6% 1.1%
韓国 412,705 - 1,860,876 258,859 32,634 28,723 34,542 71,588 46,083 24,033 1,038,604 3,808,647 0.3% - 1.1% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.6% 2.4%
中国 9,791,570 3,305,407 - 31,828,072 1,704,573 1,281,648 1,143,921 3,786,117 1,149,373 2,625,918 52,104,584 108,721,183 6.0% 2.0% - 19.7% 1.1% 0.8% 0.7% 2.3% 0.7% 1.6% 32.2% 67.1%
香港 484,523 264,840 12,059,923 - 285,218 101,510 142,919 320,230 138,909 386,551 1,706,343 15,890,966 0.3% 0.2% 7.4% - 0.2% 0.1% 0.1% 0.2% 0.1% 0.2% 1.1% 9.8%
台湾 232,710 59,588 239,437 210,676 - 26,132 32,433 98,089 18,779 21,801 1,221,630 2,161,275 0.1% 0.0% 0.1% 0.1% - 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.8% 1.3%
タイ 498,003 106,530 3,515,033 2,443,930 137,663 - 289,811 364,826 9,371 160,798 3,166,831 10,692,796 0.3% 0.1% 2.2% 1.5% 0.1% - 0.2% 0.2% 0.0% 0.1% 2.0% 6.6%
ﾏﾚｰｼｱ 448,747 147,892 2,328,610 545,528 121,160 851,589 - 959,359 135,233 255,309 1,415,207 7,208,634 0.3% 0.1% 1.4% 0.3% 0.1% 0.5% - 0.6% 0.1% 0.2% 0.9% 4.5%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 837,809 261,638 737,240 785,280 150,697 195,943 771,713 - 1,001,035 372,135 1,217,776 6,331,266 0.5% 0.2% 0.5% 0.5% 0.1% 0.1% 0.5% - 0.6% 0.2% 0.8% 3.9%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 14,951 785 9,368 53,801 1,094 18,160 6,649 272,729 - 8,703 38,124 424,364 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% - 0.0% 0.0% 0.3%
インド 1,955 1,799 11,327 3,519 1,306 1,374 6,663 28,827 130 - 36,468 93,368 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.0% 0.1%
米国 1,052,189 275,516 1,171,683 886,707 248,796 133,891 254,799 612,753 52,240 212,632 - 4,901,206 0.6% 0.2% 0.7% 0.5% 0.2% 0.1% 0.2% 0.4% 0.0% 0.1% - 3.0%
計 13,775,162 4,475,842 22,149,423 37,215,552 2,746,334 2,684,248 2,709,693 6,701,612 2,563,238 4,086,346 62,849,442 161,956,892 8.5% 2.8% 13.7% 23.0% 1.7% 1.7% 1.7% 4.1% 1.6% 2.5% 38.8% 100.0%
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図-4.2  生産ネットワーク（PC 関連）

表-4.3  主要国間の貿易動向（PC 部品）

表-4.4  主要国間の貿易動向（PC 完成品）
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2004 　輸入

日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計 日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計

日本 - 215,298 321,950 51,024 308,826 191,747 56,408 121,666 39,938 19,130 714,976 2,040,963 - 4.3% 6.5% 1.0% 6.2% 3.8% 1.1% 2.4% 0.8% 0.4% 14.3% 41.0%
韓国 127,034 - 79,657 5,180 4,877 4,428 2,411 3,908 5,413 3,990 51,674 288,572 2.5% - 1.6% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 0.1% 0.1% 0.1% 1.0% 5.8%
中国 157,701 15,859 - 42,021 43,726 2,752 6,106 11,285 2,411 1,988 112,195 396,044 3.2% 0.3% - 0.8% 0.9% 0.1% 0.1% 0.2% 0.0% 0.0% 2.3% 7.9%
香港 6,955 860 175,248 - 2,999 2,330 634 956 332 36 10,322 200,672 0.1% 0.0% 3.5% - 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 4.0%
台湾 61,794 9,459 208,214 91,047 - 17,729 12,765 7,665 6,401 5,513 71,826 492,413 1.2% 0.2% 4.2% 1.8% - 0.4% 0.3% 0.2% 0.1% 0.1% 1.4% 9.9%
タイ 17,131 30 9,002 311 169 - 4,414 1,895 813 1,240 11,494 46,499 0.3% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% - 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.9%
ﾏﾚｰｼｱ 6,167 279 3,027 1,916 1,891 13,040 - 8,840 1,910 1,028 7,536 45,634 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.3% - 0.2% 0.0% 0.0% 0.2% 0.9%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 31,916 24,749 44,130 11,371 25,979 29,560 59,831 - 83,736 5,301 30,023 346,596 0.6% 0.5% 0.9% 0.2% 0.5% 0.6% 1.2% - 1.7% 0.1% 0.6% 7.0%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 2,380 608 14 1 222 1,156 58 - 0 0 4,439 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.0% 0.0% 0.1%
インド 1,102 1,276 1,516 1,202 206 1,244 2,841 3,022 2,328 - 42,464 57,201 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% - 0.9% 1.1%
米国 231,382 152,838 169,495 83,323 221,536 27,098 21,138 136,199 897 20,150 - 1,064,056 4.6% 3.1% 3.4% 1.7% 4.4% 0.5% 0.4% 2.7% 0.0% 0.4% - 21.4%
計 643,562 421,256 1,012,239 287,409 610,210 290,150 167,704 295,494 144,179 58,376 1,052,510 4,983,089 12.9% 8.5% 20.3% 5.8% #### 5.8% 3.4% 5.9% 2.9% 1.2% 21.1% 100.0%

2012 　輸入

日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計 日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計

日本 - 192,163 1,461,814 48,964 136,932 509,279 77,982 66,148 121,983 134,554 762,338 3,512,157 - 2.2% 16.8% 0.6% 1.6% 5.9% 0.9% 0.8% 1.4% 1.5% 8.8% 40.4%
韓国 182,765 - 227,684 20,046 4,903 17,892 4,463 6,594 12,172 38,962 114,936 630,417 2.1% - 2.6% 0.2% 0.1% 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 0.4% 1.3% 7.3%
中国 579,299 101,415 - 55,894 130,934 26,520 13,176 33,168 13,615 32,570 293,553 1,280,144 6.7% 1.2% - 0.6% 1.5% 0.3% 0.2% 0.4% 0.2% 0.4% 3.4% 14.7%
香港 19,119 5,705 267,145 - 12,034 8,822 1,742 2,212 1,918 450 21,964 341,111 0.2% 0.1% 3.1% - 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 3.9%
台湾 140,700 49,758 672,994 75,404 - 40,826 20,330 15,387 14,949 29,630 133,604 1,193,582 1.6% 0.6% 7.7% 0.9% - 0.5% 0.2% 0.2% 0.2% 0.3% 1.5% 13.7%
タイ 76,460 749 44,076 3,770 2,634 - 16,380 5,170 4,895 2,811 21,135 178,080 0.9% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0% - 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.2% 2.1%
ﾏﾚｰｼｱ 7,769 1,978 24,376 3,305 2,310 26,530 - 43,088 2,733 788 32,928 145,805 0.1% 0.0% 0.3% 0.0% 0.0% 0.3% - 0.5% 0.0% 0.0% 0.4% 1.7%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 35,354 10,386 74,420 16,991 10,021 28,227 62,142 - 76,853 5,101 18,295 337,790 0.4% 0.1% 0.9% 0.2% 0.1% 0.3% 0.7% - 0.9% 0.1% 0.2% 3.9%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 1,222 725 39 16 154 46 334 1,517 - 149 1,458 5,660 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.0% 0.0% 0.1%
インド 3,966 1,626 9,430 404 922 5,195 1,087 15,908 831 - 46,688 86,057 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.2% 0.0% - 0.5% 1.0%
米国 128,815 64,137 334,896 19,026 91,612 62,159 36,218 182,924 9,948 43,673 - 973,408 1.5% 0.7% 3.9% 0.2% 1.1% 0.7% 0.4% 2.1% 0.1% 0.5% - 11.2%
計 1,175,469 428,642 3,116,874 243,820 392,456 725,496 233,854 372,116 259,897 288,688 1,446,899 8,684,211 13.5% 4.9% 35.9% 2.8% 4.5% 8.4% 2.7% 4.3% 3.0% 3.3% 16.7% 100.0%
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2004 　輸入

日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計 日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計

日本 - 192,636 656,994 128,066 68,622 311,959 47,827 23,557 101,933 41,673 353,775 1,927,042 - 4.7% 16.0% 3.1% 1.7% 7.6% 1.2% 0.6% 2.5% 1.0% 8.6% 47.0%
韓国 38,141 - 210,995 6,105 6,568 14,048 29,701 7,734 14,164 10,678 54,908 393,042 0.9% - 5.1% 0.1% 0.2% 0.3% 0.7% 0.2% 0.3% 0.3% 1.3% 9.6%
中国 12,984 1,437 - 18,953 8,524 8,430 8,805 2,760 6,738 3,124 14,747 86,502 0.3% 0.0% - 0.5% 0.2% 0.2% 0.2% 0.1% 0.2% 0.1% 0.4% 2.1%
香港 803 12 228,131 - 5,878 3,454 13,011 978 914 291 741 254,213 0.0% 0.0% 5.6% - 0.1% 0.1% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.2%
台湾 17,743 12,438 500,780 171,725 - 58,066 53,304 14,074 30,935 36,913 41,616 937,594 0.4% 0.3% 12.2% 4.2% - 1.4% 1.3% 0.3% 0.8% 0.9% 1.0% 22.9%
タイ 1,428 814 740 1,207 1,248 - 2,334 1,098 423 204 610 10,106 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2%
ﾏﾚｰｼｱ 3,579 497 25,215 13,471 4,018 13,774 - 12,256 10,507 1,434 3,005 87,756 0.1% 0.0% 0.6% 0.3% 0.1% 0.3% - 0.3% 0.3% 0.0% 0.1% 2.1%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 1,345 1,727 24,016 12,628 5,095 5,627 71,381 - 21,367 1,737 2,568 147,491 0.0% 0.0% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 1.7% - 0.5% 0.0% 0.1% 3.6%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 1,743 570 585 513 53 850 699 - 4 0 5,017 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.0% 0.0% 0.1%
インド 10 19 179 57 401 350 3,559 481 - 3,281 8,337 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% - 0.1% 0.2%
米国 35,050 33,047 80,218 11,845 7,869 36,652 5,129 7,797 1,639 22,547 - 241,793 0.9% 0.8% 2.0% 0.3% 0.2% 0.9% 0.1% 0.2% 0.0% 0.6% - 5.9%
計 112,826 243,197 1,727,853 364,000 108,392 452,464 232,692 74,512 189,101 118,605 475,251 4,098,893 2.8% 5.9% 42.2% 8.9% 2.6% 11.0% 5.7% 1.8% 4.6% 2.9% 11.6% 100.0%

2012 　輸入

日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計 日本 韓国 中国 香港 台湾 タイ ﾏﾚｰｼｱ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ インド 米国 計

日本 - 261,860 1,000,172 93,474 73,834 802,088 38,848 22,667 332,779 337,910 432,330 3,395,962 - 3.4% 12.9% 1.2% 1.0% 10.4% 0.5% 0.3% 4.3% 4.4% 5.6% 43.9%
韓国 35,755 - 380,103 1,273 1,298 116,418 9,876 606 72,792 184,155 130,439 932,715 0.5% - 4.9% 0.0% 0.0% 1.5% 0.1% 0.0% 0.9% 2.4% 1.7% 12.1%
中国 40,869 36,283 - 21,287 24,567 97,938 64,767 20,354 95,156 187,952 201,948 791,121 0.5% 0.5% - 0.3% 0.3% 1.3% 0.8% 0.3% 1.2% 2.4% 2.6% 10.2%
香港 4,955 5,727 132,425 - 12,366 24,245 11,102 2,013 2,430 5,134 2,654 203,051 0.1% 0.1% 1.7% - 0.2% 0.3% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 2.6%
台湾 35,942 30,189 455,957 13,018 - 148,616 54,178 11,412 95,222 77,840 87,357 1,009,731 0.5% 0.4% 5.9% 0.2% - 1.9% 0.7% 0.1% 1.2% 1.0% 1.1% 13.1%
タイ 12,351 7,821 1,669 719 1,038 - 8,384 2,004 8,089 7,110 2,310 51,495 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.1% 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 0.7%
ﾏﾚｰｼｱ 3,014 9,206 42,059 8,071 10,094 63,874 - 21,257 34,831 8,869 11,503 212,778 0.0% 0.1% 0.5% 0.1% 0.1% 0.8% - 0.3% 0.5% 0.1% 0.1% 2.8%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 229 1,984 23,281 3,178 107,264 25,628 45,907 - 31,366 4,217 4,151 247,205 0.0% 0.0% 0.3% 0.0% 1.4% 0.3% 0.6% - 0.4% 0.1% 0.1% 3.2%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 664 1,112 1,578 178 110 1,512 846 5,126 - 672 46 11,844 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% - 0.0% 0.0% 0.2%
インド 1,273 4,258 8,512 46 1,113 7,822 756 2,091 437 - 6,998 33,306 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% - 0.1% 0.4%
米国 38,221 28,243 416,771 9,166 138,682 83,912 12,575 26,589 32,158 53,035 - 839,352 0.5% 0.4% 5.4% 0.1% 1.8% 1.1% 0.2% 0.3% 0.4% 0.7% - 10.9%
計 173,273 386,683 2,462,527 150,410 370,366 1,372,053 247,239 114,119 705,260 866,894 879,736 7,728,560 2.2% 5.0% 31.9% 1.9% 4.8% 17.8% 3.2% 1.5% 9.1% 11.2% 11.4% 100.0%
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表-4.5  主要国間の貿易動向（工作機械部品）

表-4.6  主要国間の貿易動向（工作機械完成品）

図-4.3  生産ネットワーク（工作機械関連）
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工作機械は製造業における生産活動に用いられる根本的か

つ重要な品目であるが，そのための部品・完成品について

日本は依然として供給拠点として機能していることが見て

取れる． 

(4)考察 

 貿易データの分析により，我が国は自動車関連並びに製

造業の基盤を成す工作機械関連で依然としてアジア地域の

生産機能を発揮していることが確認された．また完成品の

消費地としては，中国のプレゼンスが急激に拡大している

点が見て取れる． 

 この他注目すべき点は，ASEAN 地域をはじめ，アジアの

各国は相互に完成品・部品を融通していることである．量

的な多少はあるにせよ，アジア域内では密な相互供給網が

構築されているといえる． 

 近年中国の成長が著しく我が国からの中国への輸出も増

加しているが，金額ベースでみれば，自動車関連（部品，

完成品），PC完成品，工作機械部品については米国への輸

出も依然として多い． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 企業アンケートによる動向把握 

実施したアンケート調査により，我が国企業の海外拠点 

の立地状況，ならびに海外からの調達（部品の輸入等）・海

外への納品（製品輸出等）について考察する． 

(1) 海外拠点の立地状況 

 表-4.7は10年前と比較した海外生産拠点や海外生産比率 

の変化に関する動向である．海外営業拠点数は７割強の企

業が増加したと回答しており，また海外生産比率，海外サ

プライヤーからの調達比率，海外販売額とも７～８割の企

業が増加と回答していることから，SCM のグローバル化が

進展していると推測される． 

表-4.8 は現在の主な生産拠点・販売拠点の立地地域に関

する動向である（各企業は該当する４地域まで選択可能と

した）．主要な生産拠点については日本及び中国が多いが，

中国以外のアジア諸国も一定程度見られる．また主要な販

売拠点では日本，北米，欧州，中国をはじめとするアジア

諸国等広範囲にわたっているが，依然として北米や欧州の

立地割合も高いことが確認できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-4.7  海外生産拠点・調達率等の変化（過去 10 年間）

表-4.8  主要な生産拠点の立地地域・販売先地域

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

１．増えた 48 70.6% 55 80.9% 53 77.9%

２．変わらない 17 25.0% 12 17.6% 15 22.1%

３．減った 3 4.4% 1 1.5% 0 0.0%

回答サンプル数 68 100.0% 68 100.0% 68 100.0%

未回答 3 - 3 - 3 -

合　計 71 - 71 - 71 -

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

１．増えた 51 73.9% 53 76.8% 17 25.0%

２．変わらない 14 20.3% 8 11.6% 21 30.9%

３．減った 4 5.8% 8 11.6% 30 44.1%

回答サンプル数 69 100.0% 69 100.0% 68 100.0%

未回答 2 - 2 - 3 -

合　計 71 - 71 - 71 -

海外のサプライヤーか

らの調達率

選択肢
海外営業拠点数 海外での販売額

日本市場での販売の比

率

選択肢
海外生産拠点数 海外生産比率

回答数 回答率 回答数 回答率

日本 57 86.4% 61 91.0%

アジア 92 139.4% 63 94.0%

うち中国 43 65.2% 24 35.8%

タイ 10 15.2%

インドネシア 7 10.6%

台湾 6 9.1% 39 58.2%

その他アジアまたは国名未記入 26 39.4%

北米 17 25.8% 35 52.2%

欧州 7 10.6% 21 31.3%

その他地域 4 6.1% 2 3.0%

回答サンプル数 66 100.0% 67 100.0%

未回答 5 － 4 －

合　計 71 － 71 －

地域
主要な生産拠点 主要な販売先地域
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荷主企業へのヒアリングにおいては，アジア地域の生産拠

点に関し，中国の人件費高騰が近年著しいことから相対的

に人件費の安い他のアジア各国での生産機能の強化を行っ

ているとの回答があった．このような SCM の地域的な広が

りとともに国を超えて流動する物流量が増大しているもの

とみられる． 

(2) 海外からの調達・海外への販売の動向 

 表-4.9は物の流れに注目した指標（海外調達比率・海外へ

の納品比率）に関する動向である．今回アンケート調査の

対象とした企業についてみれば，国内事業所の海外調達比

率，海外納入比率とも「0～20％」が最も多く，海外調達で

約6割，海外納入で約5割の企業が「0～20％」と回答してお

り，海外との取引は進んでいるものの，国内企業との取引 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もかなりの部分で残っている．他方海外調達が「41％以上」， 

海外納入が「41％以上」の企業も 2～3 割程度存在する． 

表-4.10 は海外調達・納入が多い地域についての動向であ 

る．各企業，多い順に上位３地域・国まで記入する形式と

しアジアについては地域ではなく中国等の国名ベースでの

記入とした．海外調達はアジアが 7 割以上，海外納入では

アジアが約 6 割であり国内事業所の海外取引は主としてア

ジア地域であることがみてとれる．アジアの内訳は中国が

最も多いが，中国以外の地域も一定数見られ分散化されて

いる．海外納品については，たとえば北米と中国が同数と

なるなど，欧米への納品が依然として多い．表-4.11 は海外

調達・納入品の種別に関する動向であるが，部品・半製品

の調達並びに最終製品の海外納入が多い． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-4.10  海外調達先・納入先（地域別動向）

表-4.9  海外調達・納入比率

表-4.11  海外調達・納入品の種別

回答数 回答率 回答数 回答率

アジア 120 73.6% 94 58.4%

うち中国 55 33.7% 34 21.1%

韓国 15 9.2% 10 6.2%

タイ 14 8.6% 15 9.3%

台湾 13 8.0% 9 5.6%

その他アジア 23 14.1% 26 16.1%

北米 15 9.2% 34 21.1%

欧州 21 12.9% 24 14.9%

その他地域 7 4.3% 9 5.6%

回答サンプル数 163 100.0% 161 100.0%

未回答 - 54 -

合　計 - 215 -

国名
海外調達先地域 海外納入先地域

回答数 回答率 回答数 回答率

１．原材料 43 26.9% 12 8.0%

２．部品・半製品 70 43.8% 44 29.3%

３．最終工程前の製品 16 10.0% 13 8.7%

４．最終製品 56 35.0% 101 67.3%

回答サンプル数 160 100.0% 150 100.0%

未回答 53 - 63 -

合　計 213 - 213 -

選択肢
海外調達 海外納入

回答数 構成比 回答数 構成比

１．0～20% 40 59.7% 28 47.5%

２．21～40% 11 16.4% 11 18.6%

３．41～60% 10 14.9% 10 16.9%

４．61～80% 3 4.5% 6 10.2%

５．81%以上 3 4.5% 4 6.8%

回答サンプル数 67 100.0% 59 100.0%

未回答 4 - 12 -

合　計 71 - 71 -

選択肢
海外調達比率 海外納入比率
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本章の分析をまとめると，多くの企業が海外拠点の機能を

強化しまた海外調達率・納入率は増加傾向があることが考

察できるが，我が国の生産機能が著しく低下したと捉える

ことは本分析の限りでは難しい．また業種によって差はあ

るものとみられるが，アジアから部品・半製品を調達し，

欧米を中心に全世界に最終製品を納入するという我が国の

特徴が確認される． 

 

５. 企業SCMの運営実態 

 

5.1 SCM運営方式 

表-5.1 は，荷主企業が SCM において目的とする事項につ

いての動向である．「需要への迅速な対応」「関係部署・企

業との迅速な情報共有」「SCM 全体での在庫最適化」が 7

割以上と高い。次いで「生産・在庫・輸送・販売状況の見

える化やリアルタイム管理」が７割弱となっている．一方

S&OP に代表される「利益最大化に向けた製造と販売の同

期化」も５割の企業が回答している。また「災害時等リス

クへの対応」も同程度の企業が回答しており関心が高い． 

 表-5.2ならび表-5.3は，SCMにおいての根幹である顧客の

需要量の予測ならびにその結果に基づくサプライヤーへの

発注についての動向である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回アンケート調査結果でみると，需要予測の頻度・発 

注予測の頻度とも，「短くなった」との回答が 3～4 割で逆

に「長くなった」との回答はわずかであり企業活動の短サ

イクル化への対応が伺える．多くの企業は月単位で需要予

測・発注を行うが，週次ないしは日次でこれらの活動を行

うと回答した企業も少なからずみられる． 

荷主へのヒアリングによれば，企業がこのような短サイ 

クル化に向かう要因が複数指摘されている． 

・最低でも 1 年に 1 回はモデルチェンジする一方ライバル

社がいつ新製品を打ち出すか分からない．このような中

ではなるべく予測～納品のサイクルを短くし，可能な限

りの製品を売ることが必要になる．そのためには全体の

リードタイムを早くしてサイクルを多くまわすことが必

要になる．このリードタイムには生産・調達・輸送とい

った要素が含まれる．企業活動全体のスピードを上げる

ことが必要で，生産してから納品までは数週間程度を平

均のサイクルと考えている． 

・流行品の製品ライフサイクルは 2～4 ヶ月で，売り切りを

行うが売れない場合にはディスカウントする．製品価値

は需要や流行に応じて毎週変わる．最終的には半値くら

いまで落ちることもある．売れ筋をすばやく掴んで迅速 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5.1  SCM 運営における目的

表-5.2  需要予測に関する動向の変化 表-5.3  需要予測の頻度・発注の頻度 

回答数 構成比 回答数 構成比

１．短くなった 22 34.9% 24 40.0%

２．変わらない 36 57.1% 34 56.7%

３．長くなった 5 7.9% 2 3.3%

回答サンプル数 63 100.0% 60 100.0%

未回答 8 - 11 -

合　計 71 - 71 -

需要予測の対象期間

（需要予測頻度）

需要予測に基づく発
注の間隔

（発注頻度）
選択肢

回答数 回答率 回答数 回答率

１．月次 50 78.1% 39 62.9%

２．旬次 13 20.3% 16 25.8%

３．週次 15 23.4% 22 35.5%

４．日次 8 12.5% 20 32.3%

５．その他 15 23.4% 6 9.7%

回答サンプル数 64 100.0% 62 100.0%

未回答 7 - 9 -

合　計 71 - 71 -

選択肢

需要予測の対象期間

（需要予測頻度）

需要予測に基づく発
注の間隔

（発注頻度）

（複数回答）

選択肢 回答数 回答率

１．サプライヤーを含めた、サプライチェイン全体での在庫最適化 48 76.2%

２．変わりやすい需要への迅速な対応 52 82.5%

３．在庫や製品の数量管理だけでなく、利益最大化に向けた製販の同期化（S&OPなど） 31 49.2%

４．販売計画、生産計画、在庫計画に関する関係部署、関係企業との迅速な情報共有 51 81.0%

５．生産、在庫、輸送、販売状況の「見える化」やリアルタイム管理 44 69.8%

６．異なる国の市場に対する効率的な対応（異なる国の実情に合わせたｶｽﾀﾏｲｽﾞなど） 19 30.2%

７．災害時等リスクへの対応 32 50.8%

８．グローバルでの環境問題への対応、グリーンロジスティクス 18 28.6%

９．その他 4 6.3%

回答サンプル数 63 100.0%

未回答 8 -

合　計 71 -
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に市場へ投入することが必要． 

・生産～販売での全体のリードタイムが短いほど，需要予

測の精度が上がり作りすぎによる在庫を減らすことがで

きる．輸送リードタイムは生産～販売のリードタイムの

一要素に過ぎないが，グローバル SCM ではこの部分が長

く足かせになることがある． 

 表-5.4は，荷主企業が発注を行う際に使用する情報に関す

る動向である．保有する在庫の水準，顧客からの需要とい

った事項の他，輸送途上の貨物量と回答した企業があった．

すなわち，荷主企業の中には今後到着する予定の貨物につ

いても在庫とみなして，その量をサプライヤーへの発注量

の算定に考慮している状況が確認できる． 

 表-5.5は，受注生産と見込生産のどちらを採用しているか

についての状況である．見込生産とは予め将来の顧客から

の需要を予測しそれに間に合わせる方式であり，受注生産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とは顧客からの最終製品の注文に合わせて生産を行う方式

である．前者は適切な在庫を保有すれば顧客への納品のリ

ードタイムを短縮することが出来，他方後者の場合には顧

客のきめ細かな要望に合わせた製品を納入することが可能

となる．表-5.5 によれば，企業は実際にはこれらの方式を

併用していることが伺える． 

 グローバル SCM においては，国際輸送部分のリードタイ 

ムが長い傾向にある．このため，顧客に近い位置において 

最終製品に至る前の半製品を見込生産により生産して在庫 

保管し，顧客からの注文により最終工程を行い比較的短い 

リードタイムで納品する方法が有利とみられ，これが見 

込・受注生産の併用がアンケート調査でも多い理由と考察 

される．この際，在庫保管のための物流拠点が港湾近辺に 

限らず内陸に設けられることとなり，そこで最終工程がな 

される場合もある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5.4  発注を行う際に使用する情報

表-5.5  受注/見込生産に関する動向

表-5.6  輸送リードタイムへの評価 表-5.7  輸送リードタイム短縮の理由 

選択肢 回答数 回答率

１．在庫の水準 53 84.1%

２．急な顧客からの要請 37 58.7%

３．輸送途上の貨物量 9 14.3%

４．過去のトレンドや過去の出荷実績 13 20.6%

５．その他 30 47.6%

回答サンプル数 63 100.0%

未回答 8 -

合　計 71 -

項目 回答数

１．すべて受注生産：最終工程含む 5 9.4%

２．すべて受注生産：最終工程は不明 2 3.8%

３．見込・受注生産併用：最終工程は受注生産 5 9.4%

４．見込・受注生産併用：最終工程も併用 20 37.7%

５．見込・受注生産併用：最終工程不明 3 5.7%

６．見込・受注生産併用：最終工程は見込 5 9.4%

７．全て見込生産：最終工程含まず 9 17.0%

８．全て見込生産：最終工程不明 4 7.5%

計 53 100.00%

未回答 18 -

合計 71 -

62.5%

24.5%

構成比

13.2%

選択肢 回答数 構成比

１．更なる短縮が必要 62 92.5%

２．今のままで良い 1 1.5%

３．分からない 4 6.0%

回答サンプル数 67 100.0%

未回答 4 -

合　計 71 -

選択肢 回答数 回答率

１．企業活動の迅速化や変動する需要への追随 55 93.2%

２．需要予測の精度向上 31 52.5%

３．キャッシュフロー改善 35 59.3%

４．金利の負担軽減 23 39.0%

５．その他 3 5.1%

回答サンプル数 59 100.0%

未回答 3 -

合　計 62 -
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表-5.6 は，港湾を含む輸送リードタイムの短縮の必要性 

についての状況である．９割以上の企業が，さらなる輸送

リードタイムの短縮の必要性を指摘している． 

また表-5.7 に，その理由を示している．理由としては企 

業活動の短サイクル化や需要動向への迅速な対応の他，需

要予測の精度向上などが挙げられている． 

需要予測は顧客への納品の期日が先である程，すなわち 

予測対象期日が先である程誤差が大きくその誤差は必要以

上の在庫を生む．需要予測から販売までのサイクルを短く

することで，需要予測の精度が向上することが期待される

が，国際輸送サービスは生産等の他の活動よりもリードタ

イムが長いことから，このサイクルの短縮化において重要

な要素となっていることが伺える．この結果在庫を減らす

ことが出来れば，企業はその分多くの運転資金（キャッシ

ュ）を手元に得，再投資を行うことが可能となる． 

小山（2014）10) は，SCM において企業はコストに時間の

概念を導入すべきとしている．原価そのものでなく，「原価

＊活動のための時間」により評価すべきであるとし，企業

活動の迅速性の必要性を指摘している．これは金利負担と

同様の考え方であり企業側においてもこのような時間に関

する取り組みの重要性が認識されつつあると考えられる． 

ヒアリングにおいては以下の指摘があった． 

・輸送のリードタイムが長いと経験上輸送における「不安

定性」の度合いが増し，安全在庫を増やすことにつなが

る．輸送リードタイムが１日短いと，安全在庫も１日分

減るという感覚がある． 

・輸送リードタイムが長い方が「不安定性」からくる安心

感の低下に繋がりいわゆる「ブルウイップ効果」（過大な

発注による在庫の変動）も発生し得る．輸送が不安定で

あるとどうしても一定の製品を確保すべく多めに発注を

してしまいがちである．このことは必要以上の発注につ

ながり，サプライチェイン全体での発注や在庫水準が大

きく変動し，余分な在庫につながりかねない． 

・輸送リードタイムの短縮はたとえ１日の短縮であっても

影響は大きい．確実に１日短いという判断ができれば、

港湾や海運での輸送途上の在庫（パイプライン在庫）も

削減できる． 

・海上輸送のリードタイムが長くなれば，短サイクル化の

足かせになりかねない．現状は北米へはダイレクト便を

使っているが仮にトランシップ便になると，リードタイ

ムが長くなり，現状の生産計画への影響が出かねない． 

・流行品は販売日が決まっている．１週当たりの発注サイ

クルで見ると，最初の土日が売り上げの多くを占めるた

め仮に船が遅れてこのタイミングで納品出来ないと，売

り上げが相当に落ちる．また雑誌とタイアップし土日に

販売開始という販売促進活動を行うこともある．そのた

め現段階では，輸送のリードタイムよりも輸送の定時性

が重要である． 

企業にとっては SCM の高度化に取り組む中で，１日単位

の輸送リードタイム短縮であっても，運営コストに大きく

寄与できる可能性があることを上記の結果は示唆している． 

 またChenら（2014）11) は，このような輸送リードタイム

がロジスティクスコストに与える影響をケーススタディか

ら定量的に分析している．中国で生産された雑貨品（スポ

ーツ靴）を欧州（ドイツ）で販売する場合，拠点間の輸送

費そのものより時間関連コスト（製品の陳腐化コスト：需

要変化が大きく輸送が遅れると製品価値が下がるコスト，

ならびに金利負担等）の方が大きい場合があると試算して

いる．一例として，輸送費そのものが数％である一方，時

間関連コストは売上高の7.7%もの値になりえるとしている．

これはスポーツ靴の陳腐化の度合いが大きいことが仮定さ

れているためであるが，陳腐化の度合いや金利負担につい

てはケースバイケースで設定されており，時間関連コスト

の評価はさらに検討が必要である．また輸送時間の需要予

測や在庫管理への影響については考慮していないが，これ

を考慮すれば時間関連コストはより大きなものとなる． 

5.2 情報システムの活用 

図-5.1 は，グローバル SCM の実施にあたり荷主が必要な

情報についての動向である．どの情報も総じてニーズが高

いが，生産・出荷、販売・在庫情報のみならず，海外港・

国内港での船積（又は通関）や出港／到着に関する情報の

ニーズも高いことから，サプライチェイン全体の「見える

化」への要請は高いものと考察される．国際輸送サービス

の一環としての輸送途中の情報（陸送状況，本船航行状況）

については 6 割程度の回答率でありニーズはあると言える． 

 近年港湾情報システムの整備により，港湾内の貨物情報

については提供されつつあるが，これに加えて洋上での貨

物の輸送状況が必要であると回答した企業が多い．企業は

輸送途上の貨物も在庫としてみなしているため，大幅な輸

送の遅延が見込まれる場合には納期を遵守するため予め代

替品の手配などを行う必要があるためである． 

 さらに本船の航行状況（洋上在庫）の必要な方面につい

ては（表-5.8），「アジア」が約 9 割、北米が約 7 割、欧州が

約 6 割の回答であった．このうち「アジア」の中では、中

国が最も多く次いでインドネシア，タイ，ベトナムの回答

が多かった．海上輸送時間でみると，北米・欧州の方が中

国よりも長く日中間の輸送リードタイムは長いものではな

い．このことから日中間のサプライチェインについては既

に密なものとなっており，企業は国内輸送と同程度の国際

輸送サービスを求めていることが示唆される． 
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図-5.1  輸送状況の見える化に対するニーズ

表-5.8  洋上の見える化が必要な方面

表-5.9  企業が導入している情報システム

回答数 回答率 回答数 回答率

１．アジア 47 82.50% 2 40.0%

２．北米 40 70.20% 4 80.0%

３．欧州 33 57.90% 3 60.0%

４．その他地域 7 12.30% 0 0.0%

回答サンプル数 57 100.00% 5 100.0%

未回答 14 - 4 -

合　計 71 - 9 -

物流事業者
選択肢

荷主

選択肢 回答数 回答率

１．各種の計画システム（販売計画、在庫計画、生産計画、調達計画等） 47 75.8%

２．各拠点での在庫状況、生産状況、販売状況が把握できるシステム 38 61.3%

３．貨物の輸送状況が把握できるシステム 11 17.7%

４．その他 1 1.6%

５．情報システムは利用していない 9 14.5%

回答サンプル数 62 100.0%

未回答 9 -

合　計 71 -
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表-5.9は企業が SCM実施のために導入している情報シス 

テムの状況である．「計画系システム」の導入が 8 割弱、「拠

点での在庫・生産・販売状況把握システム」が 6 割強であ

るのに対し，「輸送状況把握システム」は 2 割弱であり，荷

主自らが輸送の見える化のためのシステムを導入している

ケースは多くないとの結果となった． 

荷主にとってみれば、輸送状況の管理及び状況把握は， 

輸送を委託する物流事業者に任せており，何かあれば物流

事業者に問い合わせすれば良いと考えているためと推測

される．実際に物流事業者は輸送の「見える化」を荷主サ

ービスの１つとしている場合も多い． 

IT ベンダー側，物流事業者側で，輸送の見える化ソフト 

の開発は日々進んでおり港湾を含む輸送サービスの提供者

は，今後洋上も含めた貨物追跡情報の提供を強化していく

ものと考えられる． 

ヒアリングにおいては以下の指摘があった． 

・輸送についてリスクを緩和できるよう情報の可視性があ

ると良い． 

・最終製品は大型で重いものが多く市場動向（販売動向）

変化による製品の横持ち・ルート変更はしない．したが

って洋上のリアルタイムでの可視性の必要性は低い． 

ただし随時のリアルタイム情報の必要性は低くても本船

が大幅に遅れるという情報は早い方が良い．顧客への納

期は特に重要であることから，情報の入手が早ければ販

売側での対応が可能となる． 

・海上輸送についての定時性や安定性についての実績デー

タがあれば，安全在庫水準の設定に使える． 

・輸送部分については海上輸送は某社のシステムで管理す

るがこれは業者からの情報提供に過ぎず，船会社からは

輸送の状況について提供はない．全ての船社がシステム

に参加しているとも限らない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・某社システムでは，到着予定時間変更などの情報はある

があまり信頼性はなく，実際には船が着いてみないと分 

からないことが多い．途中で船が遅れていてもその後抜

港して取り戻すことも多いため，リアルタイムで船舶の 

動静を見ることができればよい． 

・上海港は霧のリスクがあり，また欧州航路では港湾混雑

で４週間遅れもある．船が遅れて欠品するのは許容され

ず，輸送の可視性があれば，当初の生産計画を変更する

かどうか（変更する場合には他の製品の部品を振替使用

することも可能）の判断ができるので大変有益である．

BCP も含めリスク管理に繋がる． 

・コリンズのような仕組みは有益である．例えばマニラ港

は混雑が激しく，港湾から貨物がいつ出るのかも見通せ

ず納期遅れになってしまう場合がある．日中韓のみでな

く対象をさらに広げてはどうか． 

・中国からの輸入貨物については日本での販売日を予定し

ているため船の遅れは困る．利用船社を固定していない

ため航行状況が見えれば，遅れがない船社を選ぶことが

可能となり特に貨物量が多い繁忙期は有益である．ブッ

キングは中国からの輸出の 2～3 日前に行うので，それよ

り少し前のコンテナ船の動静が参照できるとよい． 

 リスク管理の上で，今後サプライチェインの見える化は 

より必要なサービス要素と見られ，またリアルタイムの情 

報提供のみでなく，定時性に関する実績ベースの情報も有 

益と見られる．また森川（2015）12) はこのようなリスク 

管理のみでなく，より広範な視点から輸送の見える化につ 

いての効果を指摘している．なかでも GPS 等を用いたグロ 

ーバルでの貨物追跡が新たなプロセス革新にも繋がること 

を指摘している（表-5.10）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果 具体的な内容

問合せ減少，プロセス同期
化・自動化

・ＦＯＢの場合に貨物が船積みされれば売上げを自動的計上．
・通関と同時にトラックが搬出に向かうなどの効果．

・海上輸送の遅延をフォワーダー，輸入者が配慮すると計画リードタイムは長くな
る傾向がある．しかし輸送リードタイムに関する実績情報が蓄積され遅延時間の分
布が把握されるとリスクは抑制される．

・出荷時間などのチョークポイントのデータが把握され，輸送実態が分かれば取引
先に対して信頼感が醸成され，いわゆる発注のサバ読みが減少する．

・自社で情報システムを構築すると他社との接続に多大なコストを要する．特に国
や港湾のコードなどを自社オリジナルで作成しているとメンテナンスのコストは多
大となる．

・このため標準化されたシステムを活用し，各種マスタが自動でメンテナンスされ
ればコストが安価になる．

・売れ筋が刻々と変化するグローバルマーケットでは輸送期間が長い海上輸送はリ
スクが高い．しかし見える化で貨物の現在位置がＧＰＳなどで把握されれば，例え
ばヨーロッパ向けの貨物を売れ行きの良いアフリカマーケットへシフトするために
シンガポールで積み替えるといった対応も可能となる．

・カントリーリスクの高い国であっても，港湾まで貨物が到着したことが確認可能
となり安全・安心が醸成される．

マスタ自動配信やシステム
共同利用（標準化）

プロセス革新や新事業の創
造、安全・安心の醸成、持
続可能な調和（付加価値の
創造）

リスクの抑制，信頼感の醸
成

表-5.10  輸送状況の見える化によるメリット
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5.3 輸送実態と価値付加の状況 

(1)輸送の一般的動向 

表-5.11 は，国際輸送での海上輸送の割合である．海上輸 

送は依然として重要性が高く，我が国の海上コンテナ輸送

サービスの水準を維持・向上していくことが求められる．

表-5.12 は，アジア域内の港湾でのトランシップの有無につ

いての状況である．トランシップを行っているのは約４割

の企業である．なお「分からない」と解答した企業につい

ては，経路は物流事情者に選択を任せているためであると

みられる．アジアのトランシップ港は表-5.13の通りである． 

また東アジア方面では，近年国際フェリー・RORO 船の 

活用も進んできているが，その利用状況を見たものが表

-5.14 である．「利用している」と回答した企業は２割程度

である．ヒアリングにおいては以下のコメントがあった． 

・アジアとの輸送手段として、従来の 20ft・40ft よりも小

さいロットサイズで多頻度輸送できる手段が必要となっ

ており，今後の高速 RORO 船の活用を期待している． 

・20ft・40ft に混載する場合，混載作業等で料金が高くなっ

てしまうので積替えをせずに輸送できることが望ましい。 

小ロットで多頻度輸送できればより頻度の高いきめ細か

な在庫管理（発注，納品）ができるため在庫リスク（欠

品・過剰）を回避しやすい． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年コンテナのラウンドユースやインランドポートの整

備等，背後輸送の効率化について取り組みが進められてい

るが，荷主の取り組みとしての背後輸送効率化の実施状況

等についての現況が表-5.15（荷主企業）ならびに表-5.16 

（輸送事業者）である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ラウンドユースをすでに行っていると回答した企業につ

いては，その多くは自社内での取り組みであると見られる．

ヒアリング調査においても，ある企業は自社のコンテナ輸

送についてコンテナ容器の再利用や自社内での貨物の詰め

合わせによる積載率の向上を行っているとの指摘があった． 

ただし自社のどの程度の割合の貨物が対象となっている

かはさらに詳細な把握が必要である．また今後は異なる企

業間の連携が進展するかどうかが課題と考えられる． 

(2)我が国での価値付加の動向 

 表-5.17 は，国内事業所において輸入品について価値を付

加して再輸出しているかどうかについての動向を示したも

のである．半数以上の企業がこのような価値付加を実施し

ている．その行為の内容（表-5.18）は３つに区分できその

部分は我が国産業の国際競争力が発揮されている部分とみ

ることができる．これらの典型的な実例を図-5.2 に示す． 

 このような再輸出に関連した機能については，港湾地域 

で行われることに適性があると考えられるが，これらの企 

業の生産拠点については内陸にあるものも多い． 

このような拠点の立地は企業全体の機能配置や労働力の 

 

 

 

 

 

 

 

選択肢 回答数 構成比

１．海上輸送なし（航空輸送１０割） 1 1.6%

２．海上輸送３割未満 5 8.0%

３．海上輸送３割～５割未満 4 6.5%

４．海上輸送５割～８割未満 6 9.7%

５．海上輸送８割～９割未満 7 11.3%

６．海上輸送９割～10割未満 29 46.8%

７．海上輸送１０割（航空輸送なし） 10 16.1%

サンプル回答数 62 100.0%

無回答 9 -

合計 71 -

表-5.11  海上輸送の割合 

選択肢 回答数 構成比

１．アジア港でトランシップしている 27 38.0%

２．積替えはしていない 29 40.8%

３．分からない 15 21.1%

回答サンプル数 71 100.0%

未回答 1 -

合　計 72 -

選択肢 回答数 回答率

シンガポール 20 76.9%

香港 9 34.6%

釜山 7 26.9%

高雄 4 15.4%

マレーシア 3 11.5%

上海 3 11.5%

その他 8 30.5%

回答サンプル数 26 100.0%

未回答 1 -

合　計 27 -

選択肢 回答数 構成比

１．国際フェリー・ROROを利用している 13 19.4%

２．国際フェリー・ROROを利用していない 41 61.2%

３．分からない 13 19.4%

回答サンプル数 67 100.0%

未回答 4 -

合　計 71 -

選択肢 回答数 構成比

１．行っている 36 55.4%

２．行っていない 29 44.6%

回答サンプル数 65 100.0%

未回答 6 -

合　計 71 -

表-5.12  アジア地域でのトランシップ有無 

表-5.13  アジア地域でのトランシップ港 

表-5.14  国際フェリー・RORO 船の利用状況

表-5.17  輸入品への付加価値と再輸出の有無
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図-5.2  国内での価値付加・再輸出の事例

表-5.18  価値付加行為の内容

回答数 回答率 回答数 回答率

１．コンテナ容器のラウンドユース 19 61.3% 24 63.2%

２．内陸部でのコンテナ搬出入基地（ドライポート） 11 35.5% 22 57.9%

３．小口貨物のトラック共同輸送 14 45.2% 20 52.6%

４．内航フィーダー 15 48.4% 14 36.8%

５．その他 0 0.0% 0 0.0%

回答サンプル数 31 100.0% 38 100.0%

未回答 40 - 33 -

合　計 71 - 71 -

選択肢
実際に行っている 必要と考えている

回答数 回答率 回答数 回答率

１．コンテナ容器のラウンドユース 3 60.0% 5 71.4%

２．内陸部でのコンテナ搬出入基地（ドライポート） 2 40.0% 5 71.4%

３．小口貨物のトラック共同輸送 1 20.0% 6 85.7%

４．内航フィーダー 4 80.0% 4 57.1%

５．その他 0 0.0% 0 0.0%

回答サンプル数 5 100.0% 7 100.0%

未回答 4 - 2 -

合　計 9 - 9 -

選択肢
実際に行っている 必要と考えている

選択肢 回答数 構成比

１．原材料の加工・製品化 19 55.9%

２．海外・国内部品を組合わせて、組立て・最終製品化 16 47.1%

３．製品の最終検査 3 8.8%

回答サンプル数 34 100.0%

未回答 2 -

合　計 36 -

表-5.15  ラウンドユース等の実施状況（荷主）

表-5.16  ラウンドユース等の実施状況（物流事業者）
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確保等様々な要因で決まると考えられ，港湾地域のみに適

性があるわけではない． 

我が国における港湾地域の適性については，今後さらに

グローバルサプライチェインが進展した場合には向上する

と見られ，継続的なニーズの把握を行う必要があろう． 

また現段階では港湾から価値付加等を行う内陸拠点まで

の背後輸送を効率化することも，我が国がこのような生産

拠点として競争力を維持するため重要であると考えられる． 

(3)物流拠点の利用動向 

 表-5.19は，輸入・輸出の際に，国内・海外での物流施設

（倉庫やロジスティクス関連施設）を経由するかについて

の動向である．半数以上の荷主企業は経由しないと回答し

ている．物流施設を経由すると回答した企業について，そ

の施設で行われている作業について状況を把握したものが

表-5.20（輸入）ならびに表-5.21（輸出）である．在庫保管

や配送等の機能が行われているが，回答サンプル数は多く

ない状況である． 

 ヒアリングにおいてある企業は，物流拠点の利用は管理

コストや在庫量増加に繋がることを指摘している．近年の

動向としては，極力物流施設を通さず物を流すことも指向

されているものとみられる． 

 ただし表-5.22に示すように，物流事業者の立場では臨海 

部の物流拠点に対するニーズは高く，すべての企業が設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運用を行っている．将来的にグローバルSCMがさらに進ん

だ場合に必要となる機能を聞いたものが表-5.23である．ア

ジア向けの輸出拠点としての機能，現在実施が少ないVMI

（Vendor Managed Inventory）なども選択されており，港湾

地域の可能性も高くなっている．VMIとは部品等の供給者

側が顧客の在庫を一定のルール化で管理する手法である．

表-5.24は物流事業者に対して港湾地域の物流拠点としての

課題を聞いたものである．港湾地域の物流施設の老朽化や

交通渋滞等を改善点として挙げており，今後の価値付加機

能の導入に向けた環境整備が必要と考えられる． 

 安部ら（2004）は，今後アジア地域が経済成長すること

で購買力が向上し，北米からの貨物を我が国で価値付加な

いしは在庫保管・配送しアジアへ再輸出する形態を示した．

現状でのこのような対象貨物の有無をみるためPIERSデー

タを用い，日本・中国・台湾・韓国について北米からの輸

入貨物で同一品目が無いかどうかを確認した．表-5.25のよ

うに医療機器をはじめ幾つかの消費財について共通的な品

目が見られ，米国からの貨物に対し我が国で価値付加を行

い中国等へ再輸出する潜在的可能性も考察できる．ただし

実際にどのような価値付加をわが国で行うかについては，

品目ごとに具体的な企業の戦略も配慮しつつ検討を深める

必要がある．また今後アジア地域の購買力が向上すること

でこのような可能性のある品目が増加するかについてもさ

らに注視する必要があろう． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5.19  物流拠点の利用状況 

表-5.20  物流拠点における機能（輸入）

回答数 構成比 回答数 構成比

１．経由する 25 37.9% 24 38.1%

２．経由しない 36 54.5% 34 54.0%

３．わからない 5 7.6% 5 7.9%

回答サンプル数 66 100.0% 63 100.0%

未回答 5 - 8 -

合　計 71 - 71 -

選択肢
海外調達（輸入） 海外納入（輸出）

回答数 回答率 回答数 回答率

１．コンソリデーション 0 0.0% 7 36.8%

２．クロスドック 3 10.3% 5 26.3%

３．在庫保管 27 93.1% 8 42.1%

４．ＶＭＩ 0 0.0% 0 0.0%

５．小分け・詰め合わせ 14 48.3% 8 42.1%

６．配送 17 58.6% 0 0.0%

７．流通加工 5 17.2% 2 10.5%

８．最終製品化 3 10.3% 0 0.0%

９．検品 11 37.9% 8 42.1%

10．その他 3 10.3% 6 31.6%

回答サンプル数 29 100.0% 19 100.0%

未回答 0 - 0 -

合　計 29 - 19 -

選択肢
国内拠点 海外拠点

回答数 回答率 回答数 回答率

１．コンソリデーション 11 39.3% 2 14.3%

２．クロスドック 0 0.0% 1 7.1%

３．在庫保管 17 60.7% 10 71.4%

４．ＶＭＩ 1 3.6% 0 0.0%

５．小分け・詰め合わせ 8 28.6% 2 14.3%

６．配送 14 50.0% 10 71.4%

７．流通加工 4 14.3% 3 21.4%

８．最終製品化 3 10.7% 1 7.1%

９．検品 5 17.9% 3 21.4%

１０．その他 7 25.0% 0 0.0%

回答サンプル数 28 100.0% 14 100.0%

未回答 0 - 0 -

合　計 28 - 14 -

選択肢
国内拠点 海外拠点

選択肢 回答数 構成比

１．臨海部における物流拠点の設置・運用をしている 7 100.0%

２．臨海部における物流拠点の設置・運用を検討したことがある 0 0.0%

３．なし 0 0.0%

回答サンプル数 7 100.0%

未回答 2 -

合　計 9 -

表-5.21  物流拠点における機能（輸出）

表-5.22  臨海部での物流拠点ニーズ（物流事業者）
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表-5.25  北米→日本・中国・台湾・韓国への共通品目（PIERS データによる） 

回答数 回答率 回答数 回答率

１．海外部品・製品の日本向けの在庫拠点（VMI） 19 46.3% 15 44.1%

２．海外部品・製品の日本向けの流通加工拠点 16 39.0% 7 20.6%

３．日本部品・製品のアジア向けの輸出集約拠点 21 51.2% 18 52.9%

４．海外及び日本部品・製品の日本・アジア向けの

在庫拠点
17 41.5% 10 29.4%

５．海外及び日本部品・製品の日本・アジア向けの

流通加工拠点
9 22.0% 5 14.7%

６．その他 0 0.0% 0 0.0%

７．必要ない 7 17.1% 3 8.8%

回答サンプル数 41 100.0% 34 100.0%

未回答 30 - 37 -

合　計 71 - 71 -

選択肢
日本の拠点 港湾近くの拠点

選択肢 回答数 回答率

１．十分なスペックの物流拠点の確保が困難 3 42.9%

２．老朽化した施設が多い 6 85.7%

３．土地確保のためのコストが高い 3 42.9%

４．臨海部では用地の分譲が中心で、リースの案件が少ない 0 0.0%

５．労働力が確保しにくい 2 28.6%

６．周辺の道路が混雑しており時間が読めない 3 42.9%

７．物流施設の使い勝手等について要望を聞いてくれる公共的な主体がいない 3 42.9%

８．その他 3 42.9%

回答サンプル数 7 100.0%

未回答 2 -

合　計 9 -

HSCODE 品目 輸入国 国別トン数 合計トン数 トン価値
平均トン価

値 輸入国 国別トン数 合計トン数 トン価値
平均トン価

値
日本 909.1 14,718.0 日本 868.0 41,413.3
中国 6,605.0 14,718.3 中国 2,014.6 34,059.0
台湾 859.7 14,718.5 台湾 585.3 30,736.4
日本 1,444.5 10,575.7 日本 1,012.6 37,588.0
韓国 1,030.9 10,576.1 韓国 1,972.4 17,162.1
中国 2,609.8 10,576.1 中国 2,711.8 35,670.8
日本 855.5 9,669.1
韓国 2,458.5 9,668.9
中国 3,846.3 9,669.1
日本 4,179.0 9,047.1 日本 12,511.6 8,232.0
韓国 32,617.8 9,047.1 韓国 12,083.8 32,554.4
中国 154,863.7 9,047.1 中国 95,938.6 8,156.6
台湾 59,631.8 9,047.1 台湾 3,465.9 20,281.6
日本 43,676.6 7,486.7 日本 10,110.0 802.1
韓国 40,509.8 7,475.2 韓国 8,179.9 869.1
中国 147,817.6 7,458.8 中国 26,832.0 1,351.9
台湾 18,956.7 7,492.9 台湾 4,376.4 1,235.3
日本 2,614.6 7,259.1 日本
韓国 5,146.0 7,259.1 韓国
中国 28,602.3 7,259.1 中国
台湾 23,452.2 7,259.1 台湾
日本 2,229.0 7,113.1 日本 3,740.0 11,855.4
韓国 4,911.6 7,113.1 韓国 1,902.4 10,412.4
中国 32,383.6 7,113.1 中国 7,452.5 10,234.3
台湾 734.6 7,113.3
日本 6,769.0 6,973.0
韓国 3,275.0 6,973.0
中国 19,993.9 6,973.1
台湾 3,470.8 6,973.1
日本 1,168.9 4,873.1
韓国 2,363.5 4,873.0
中国 7,896.9 4,873.1
日本 989.8 4,376.1
韓国 2,585.2 4,360.5
中国 1,031.3 4,518.9
日本 7,257.6 4,136.0
韓国 3,957.7 4,136.0
台湾 2,292.8 4,136.1
日本 7,328.7 4,097.4 日本 3,244.45 6,289.00
韓国 695.1 4,046.9 韓国 1,331.71 5,406.65
中国 2,475.1 4,054.6 中国 986.55 4,870.19

30,140.3

品目 2013年 2008年

901890 医療用機器 8,373.7 14,718.3 3,468.0 35,402.9

847989 その他機械類 5,085.2 10,576.0 5,696.9

17,306.2

420100 動物用装着具 7,160.3 9,669.1 － －

811291 非金属類 251,292.3 9,047.1 123,999.9

－

007985 再輸出品 250,960.7 7,478.4 49,498.4 1,064.6

1211
植物及びその

部分
14,953.8 7,259.1 －

－

870390 中古車 40,258.8 7,113.1 13,094.9 10,834.0

392690
プラスチック製

品その他
33,508.7 6,973.0 －

－

950390
車輪つき玩具
娯楽用模型

11,429.3 4,873.1 － －

401199
ゴム製の空気タ

イヤ
4,606.2 4,418.5 －

5,521.95

392410
食卓用品及び

台所用品
13,508.0 4,136.0 － －

9403
その他の家具
及び部分品

10,499.0 4,066.3 5,562.71

表-5.23  将来の物流規拠点での必要機能（荷主）

表-5.24  港湾地域の物流拠点の課題（物流事業者）

注：平均トン単価が 4,000 ドル以上のものを抽出．
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5.4 最近の新しいSCM戦略動向 

(1) S&OP 

近年 S&OP が我が国において脚光を浴びている．これは従 

来在庫等の数量ベースで管理していた SCM を金額（利益）

ベースで管理する方法であり販売計画と生産や物流などの

オペレーション計画の統合を意味している．この概念自体

は 1980 年代の米国で提唱されたコンセプトであるが，近年

サプライチェイン情報をリアルタイムで把握するインフラ

が整い，また各種の施策の金銭的効果を高速でシミュレー

ション可能な ITツールが開発されたことでS&OPを実施で

きる環境が整った． 

S&OP の導入事例としてサムスンが取り上げられること 

が多く製品寿命が短いハイテク業界で導入されるケースが

目立っていたが，近年は食品や雑貨などの消費財メーカー

の取組みも始まっている． 

導入の効果としては在庫管理や物流だけでなく，製品開 

発，マーケティング，財務管理を含めたすべての機能別組

織が連携しさらに経営が関与することで，企業の経営のス

ピードが上がり市場変化に俊敏に対応できるとの指摘があ

る． 

 表-5.1（前掲）のとおり，S&OP を SCM の戦略目標と認

識している企業は数多い．ヒアリングを行った企業も

S&OP に取り組む企業があり以下の指摘があった． 

・S&OP については，常に経営判断をしながら最適な販売 

計画を策定しそれに物流などのオペレーションを追随さ 

せていくものである．まず金額ベースの判断を行い，そ 

の結果を SCM 部門などの実行部門へ指示する形である． 

この意味で S&OP と SCM との直接的な関係性はない． 

SCMの新しい概念であるS&OPは経営戦略の考え方であ

り，現段階では物の流れを扱う国際輸送サービスとは直接

は関係が薄い． 

しかし今後 S&OP が進化した場合には，リアルタイムに

近い形で経営判断を行うケースもあると考えられる．この

場合には，輸送状況の見える化は必須となろう．例えば，

製品のリアルタイムでの売れ筋に応じて製品の投入先を変

更するため輸送途上の貨物の行き先を変更し収益を増やす

といったケースも想定されるであろう． 

(2)事業継続マネジメント 

近年東日本大震災やタイの洪水等，災害によりグローバル 

SCM が寸断される事案が相次いだ．企業はそれら経験を踏

まえサプライチェインのリスク管理として，特に災害リスク

対応を見直す動きが活発となっているものとみられる． 

 表-5.26 は，企業の事業継続に向けた取組みに関する動向

である．国際輸送サービスについては「輸送経路の分散化」

「事業継続計画の策定・見直し」について関連性が高い． 

 表-5.27 は，企業が抱える安全在庫水準とサプライチェイ

ンの復旧目標を見たものである．いずれも，14 日～30 日位

となっており企業はこの程度の時間における復旧を想定し

ていることが見て取れる． 

 表-5.28 は，最近の企業の対策の具体例を示したものであ

る 13)．特徴的であるのは代替品や代替生産のための機能を準

備することにある． 

ヒアリングにおいても，東日本大震災発生時には，生産拠

点は被災したものの，そこにあった部品は被災しなかったこ

とから，使用可能な部品を他の被災していない工場に配送し

て代替的に生産したという指摘があった．このためには，被

災時においても港湾等の国際輸送サービスが一定の機能を

維持できることが必要となる． 

5.5 企業のサービスニーズ 

 港湾をはじめとする国際輸送サービスについて，サービ

スニーズを把握したものが表-5.29である． 

 リードタイム短縮やコストに関する項目が高くなってい

るが，次いで港湾から背後拠点までの輸送のスピードアッ

プやコストの低減化，輸送状況の見える化，災害時の早期

復旧といった項目も50％を超える荷主企業が必要性を指摘

している． 

 物流拠点関係の項目については，荷主のニーズよりも物

流事業者のニーズが高いが，これは近年３PL（サードパー

ティロジスティクスプロバイダー）として荷主企業のロジ

スティクス業務を物流事業者が請け負うこと多く，在庫保

管や流通加工など物流施設における作業を物流事業者が行

うことが多くなっていることによるものと推察される． 

「その他」として民間企業と行政側との連携に関する事項

についてニーズを把握した．これは海外で港湾関係者と港

湾のユーザーが連携してロジスティクスに関する研究開発

を行う事例があることから含めた項目であるが，一定のニ

ーズが認められた． 

 我が国国内での港湾背後輸送に関し，黒澤（2013）14) は，

上海から国際 RORO 船によって首都圏へ貨物輸送する際，

東京まで船舶で輸送する場合，北部九州の港湾で積み替え，

国内をトレーラー・鉄道・内航フィーダーで輸送する場合の

輸送コストを比較分析している．国内輸送については輸送事

業者から得られた数値としてコストを掲載しているが，北部

九州と関東との間の輸送コストについて内航・鉄道・トレー

ラーの順に安いとしている．これは輸送距離等の条件にも依

存するが，港湾の背後輸送に関して，現在のトレーラーのみ

でなく内航や鉄道といった選択肢がより容易に利用できる

環境を整備する必要性を示唆している． 

また，アンケートにおいてはアジア地域を中心にサプライ 

チェインが一体化する中で，例えば港湾での混雑が大きな問 
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題となっており，我が国以外のアジア地域での国際輸送サー 

ビスを向上させる必要性を指摘する意見もあった．インフラ 

整備ならびにサービス提供について我が国からの支援が引 

き続き重要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

選択肢 
実施済み 検討中 

回答数 回答率 回答数 回答率 

１．生産拠点の分散化（国内・海外） 30 50.0% 14 34.1%

２．調達先（サプライヤー）の分散化（国内・海外） 33 55.0% 19 46.3%

３．在庫拠点の分散化、地震の少ない地域への移転 18 30.0% 15 36.6%

４．輸送経路の分散化 13 21.7% 12 29.3%

５．安全在庫の積み増し 24 40.0% 13 31.7%

６．部材、生産工程、設備の汎用化・共通化 21 35.0% 14 34.1%

７．工場耐震化などハード対策 32 53.3% 10 24.4%

８．業務継続計画（BCP)の策定・見直し 34 56.7% 14 34.1%

９．その他 0 0.0% 0 0.0%

10．何もしていない 0 0.0% 0 0.0%

回答サンプル数 60 100.0% 41 100.0%

未回答 11 - 30 -

合 計 71 - 71 -

 

 

選択肢 

災害リスク等に 
対応するための 
安全在庫日数 

事業活動継続のた
めに必要となるｻﾌﾟ
ﾗｲﾁｪｲﾝの復旧期間 

回答数 構成比 回答数 構成比 

１．0日（なし） 6 12.8% 1 2.1%

２．1～3日 4 8.5% 1 2.1%

３．4～7日 2 4.3% 8 16.7%

４．8～14 日 5 10.6% 14 29.2%

５．15～30 日 18 38.3% 18 37.5%

６．31～60 日 8 17.0% 4 8.3%

７．61 日以上 1 2.1% 1 2.1%

回答サンプル数 47 100.0% 48 100.0%

未回答 24 - 23 -

合計 71 - 71 -

 

表-5.26  荷主の事業継続に向けた取り組み

表-5.27  安全在庫水準と目標復旧期間

表-5.28  企業の取り組み事例

出典：「東日本大震災を踏まえた企業の事業継続の実効性向上に関する調査研究報告書」 

   （財団法人企業活力研究所）より作成 
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６. 海外港湾の動向 

 

企業が SCM を高度化するに従い港湾等の国際輸送サー

ビスもその水準を向上させる必要がある．港湾は国際輸送

サービスの一部に過ぎず，例えば港湾リードタイムが国際

輸送リードタイムに占める割合は必ずしも大きくないため，

港湾による寄与度は小さいとも考えられる． 

一方，今後のサービス改善は港湾の差別化要素にもなり

えると考えられる．安部（2014）15) は世界の港湾がドライ

ポートの整備等により既に港湾から背後の拠点を繋ぐ輸送

の効率化に関与しその競争力を高めようとしていることを

示し，いくつかの事例を紹介した．すなわち，今後は港湾

が国際輸送サービスの結節点であることを活かし，港湾の

空間的範囲を超えた取り組みも行いつつ，国際輸送機能に

おけるキープレイヤーとして国際輸送サービス全体の効率

化にも寄与を行うことも想定されうる．ここではこのよう

な視点から取り組みを行っている事例の概要を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.1 米国 

(1)港湾管理運営の概要 

米国においてはいわゆる「ポートオーソリティ」が一般

的な港湾運営モデルとなっており，地元の政府と連携しつ

つも独立的に港湾開発運営を行っている．独立政府

（Independent Government）と称される管理運営形態をとっ

ている．料金の徴収や意思決定において一定の自主性を有

する． 

シアトル港を例にとれば，1850 年に開港したが現在の組

織体制となったのは 1911 年と古くカウンティ（郡）が所有

する港湾を独立政府であるポートオーソリティが運営する． 

その形態は以下の通りである． 

・カウンティ（群）の市民が選挙で 5 名の執行委員（コミ

ッショナー）を選定する．執行委員は非常勤ではあるが，

港湾の重要事項を決定する．その際には市民への公聴会

も開かれる．市民の関心は高い． 

・収入は料金収入のほか，市民税からも税金が投入される

ので厳密な意味での独立採算性ではない． 

・執行委員がポートオーソリティの長（CEO）を指名する．

CEO は民間企業出身の場合もある． 

表-5.29  国際輸送サービスへの改善要望

回答数 回答率 回答数 回答率

１．ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ短縮要請に対応できる24時間365日のサービス 52 80.0% 3 37.5%

２．北米・欧州等の基幹航路の充実（方面、頻度） 23 35.4% 4 50.0%

３．港湾コストの更なる低減化 53 81.5% 4 50.0%

４．港湾コストの柔軟性 24 36.9% 4 50.0%

５．交通渋滞の緩和 32 49.2% 4 50.0%

６．港湾～背後の輸送コストの低減化 40 61.5% 1 12.5%

７．港湾～背後の輸送のスピードアップ 40 61.5% 3 37.5%

輸送品質
８．港湾での輸送品質の向上（ﾀﾞﾒｰｼﾞ、温度管理、ｾｷｭﾘﾃｨ
等）

29 44.6% 3 37.5%

見える化
９．輸送の見える化への対応（ﾀｰﾐﾅﾙ搬出入情報、入出港情
報、通関情報等）

37 56.9% 3 37.5%

10．いざという時の輸送経路の変更の容易性 31 47.7% 1 12.5%

11．災害時の港湾物流の早期復旧体制の確保（耐震化、BCP
等）

35 53.8% 2 25.0%

12．災害時の復旧見込み等に関する情報の提供 30 46.2% 1 12.5%

13．港湾でのFTZ（ﾌﾘｰﾄﾚｰﾄﾞｿﾞｰﾝ）や保税区域の整備 19 29.2% 4 50.0%

14．港湾近くでの用地確保（分譲・ﾘｰｽ）の容易性、活動の
柔軟性

6 9.2% 1 12.5%

15．港湾近くでの物流施設確保（分譲・ﾘｰｽ）の容易性、活
動の柔軟性

11 16.9% 2 25.0%

16．ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽや物流手続きに関するアドバイザーの存在 17 26.2% 0 0.0%

17．企業側のニーズをきめ細かに組み上げる体制 20 30.8% 3 37.5%

18．官民が連携したﾛｼﾞｽﾃｨｸｽに関する戦略の検討、R&Dなど 21 32.3% 1 12.5%

19．その他 3 4.6% 0 0.0%
65 100.0% 8 100.0%

6 - 1 -

71 - 9 -合　計

選択肢
荷主 物流事業者

ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ

コスト

背後輸送

BCP対応

港湾物流拠点

その他

回答サンプル数

未回答
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・現在 4 つ部門を有し，空港，港湾，不動産ならびに資産

開発である．ポートオーソリティは，これらの部門から

収益を上げることができる． 

また米国は海港からはなれた内陸部に大都市が多く，背

後輸送には道路の他鉄道輸送が使われている．内陸部の大

都市や主要な製造業拠点の周辺には鉄道とリンクした物流

施設があるが，その設置主体は民間・公共さまざまである． 

(2)ノーフォーク港（内陸港湾の活用） 

ノーフォーク港を管理運営するバージニアポートオーソ

リティ（VPA: Virginia Port Authority）は，ノーフォーク港な

どの海港の他，インランドポートと称されるドライポート

を海港から 220 マイル内陸に所有している．米国の中でも

いち早く 90 年代後半に内陸港の一形態である ICD（Inland 

Container Depot）として自ら整備・所有している．運営は民

営会社である．周辺には多数の製造業等の企業が立地して

おり，海港までは鉄道によるサービスが週 5 便あり，取扱

い貨物量は 2006 年の段階で約 3 万 TEU である（地元輸送

委員会資料）．またバージニア港のポートオーソリティは直

接関与していないが，バージニア州の海港から 2010 年には

海港と内陸中西部向けに Heartland Corridor という鉄道が官

民連携の下で整備され，内陸部へダブルスタックトレイン

での輸送が可能となっている． 

現地ポートオーソリティ（VPA: Virginia Port Authority）に

対するヒアリング調査により得た知見を以下に示す．ICD

を介して鉄道会社と連携し背後輸送のコスト削減と定時性

の向上に努めている点が特徴的である． 

・ICD 整備は発生集中貨物量が大きいワシントン DC 周辺

の貨物の輸送効率化が目的．特に鉄道との連携による輸

送合理化を目的とし VPA が設置した． 

・VPA の設置の目的は貨物を通じたバージニア州内の雇用

増加や経済発展であるので，それに合致すれば港湾地域

でなくても施設を整備できる． 

・ICD ではコンテナの蔵置の他検査と修理は行うが，その

他のロジスティクス関連の作業は周辺の民間施設で行う．

B/L 関係の手続きや通関も行わず，これはすべて港湾に

おいて実施する． 

・鉄道で背後輸送するシェアは３割程度である．トラック

ドライバーは規制で夜働けないが，鉄道は 24 時間運営で

きるため輸送に有利である． 

・定時性を重視しており遅れなどはあまり発生しない．遅

れると一度に大量の貨物を輸送するという鉄道の性質か

ら事後の対応が難しくなる．鉄道会社とは運営状況につ

いて密に連絡調整を行う． 

・ワシントン DC（300 マイル，5 時間のトラック運転）の

ケースで比較すると，輸送費は鉄道が道路の 3 分の１．

ワシントン DC からの貨物は多いので大きな効率化に繋

がっている． 

 ユーザー企業の SCM 支援に向けた戦略も作成しており，

米国東海岸の港湾間の競争に対応するため背後輸送の定時

性やコストについて特に意識した取り組みを重視している

との回答があった． 

(3) シアトル港 

シアトル港は，米国西岸に位置する港湾である．ポート

オーソリティは Port of Seattle（PoS）であり，地元のカウン

ティ（日本での郡にあたる）の雇用と経済発展を目的に設

置されている．企業の SCM 支援に関し，現地ヒアリングに

より得た知見を以下に示す．特徴は二点あり，一つはポー

トオーソリティが配送センター等の物流施設の設置・運営

にも関与できること，ならびに FTZ（Free Trade Zone）の設

置に関与していることである． 

・PoS は現在 4 つ部門を有し，空港，港湾，不動産ならび

に資産開発である． 

・不動産部門は，港湾・空港の土地の購入・管理のほか，

上物（配送センターや倉庫，旅客ターミナル等）の運営

主体としてテナントの募集なども行っている．これらの

土地・上物の立地は，港湾や空港の範囲には限定されな

い．民間企業とも競合するものがあるが，競争の促進は

健全と現地ではみなされている． 

・PoS の役割は港湾や空港の資源を活かしてカウンティの

雇用や経済発展を実現することであり，その目的に合致

することであれば業務範囲に制約はない． 

・FTZ については現在 5 か所指定されておりこれも港湾地

域には限定しない．あらかじめ FTZ の区域があるのでは

なく企業の要望に応じて指定する方式である．指定の申

請については PoS が関与し，関係機関が協調して認可す

る．PoS は FTZ の促進活動も行う． 

・荷主は FTZ において保税扱いで保管し必要があればそこ

から再輸出する形態である．カナダへの配送拠点となっ

ていることが多い． 

 物流施設の設置・運営については，ポートオーソリティ

が必要に応じて関与できるという点に特徴があり，十分な

民間投資が無ければ PoS が必要な施設を確保するという形

態も想定することができる． 

 FTZ については，税関だけでなく PoS が内陸部も含めそ

の設置に関与できることは，港湾が国際輸送サービスに広

くかかわることができる形態となっていることの現れと見

ることもできる． 

 これらの戦略は，2008 年に策定された港湾マスタープラ

ンである Century Agenda にも記載されている．なおこのマ

スタープランは，港湾といったストックを活用し地域の雇
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用を 10 万人創出することを目標としており，随時その達成

状況についてフォローアップが行われている． 

(4)その他 

背後輸送の効率化について，LA／LB 港のポートオーソ

リティが共同でアラメダコリドーオーソリティを設立し，

港湾から 20 マイル内陸までの鉄道を一部買収し，ダブルス

タックトレインが高速で走行できるインフラを整備してい

る．これは港湾が背後都市と隣接しており，従来から背後

輸送についてこの区間が混雑し環境問題等の外部不経済が

発生しており，その効率化のために行ったものであると指

摘されている 16) ． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.2 カナダ 

カナダ政府は，国際的なサプライチェイン全体の見える

化に向け，実際のリードタイム等の時間的要素に関するサ

ービス水準を分析し競争力強化に活用している．港湾リー

ドタイムをはじめ，主要貿易相手国（日本，中国）との海

上輸送，背後輸送手段である鉄道輸送による主要都市まで

の所要時間も含め，実績を継時的に分析している（図-6.1

並びに図-6.2）17)．この取り組みは，港湾のみでなく船社や

鉄道会社等の運航事業者とも連携して実施している． 
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図-6.2  輸送日数についてのモニタリングイメージ（バンクーバー港から内陸への鉄道輸送） 

図-6.1  輸送日数についてのモニタリングイメージ（サプライチェイン全体，上海～トロント） 

内陸輸送 

港湾内時間 

海上輸送 

実線 

：目的地１ 

点線 

：目的地２ 

4 年間平均 
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またカナダの主要港であるバンクーバー港においては港

湾ターミナル付近におけるサービス水準（トラックの待ち

時間，CY への入構から退場までの時間）について GPS 車

載によりモニタリングを行っている他，定時性の向上に向

けた運航事業者へのインセンティブ付与も実施しており，

一部の情報は港湾ユーザーに公表されている． 

 このようなサービス水準向上に関する取り組みは，港湾

を利用する鉄道会社や海運会社が定時性の確保等のサービ

ス向上を行う動機づけになるとともに，荷主に提供されれ

ば，実際のリードタイムの実績が把握できるため，例えば

安全在庫水準の適正化に用いることが出来る． 

 この取り組みの背景としては，北米西岸においては米国

の中部・東部への輸送において背後圏が米国の主要港湾（シ

アトル港，LA/LB 港等）と重複し競合関係にあることから，

サービス水準の比較検証により競争力の向上に繋げようと

する狙いがあるものとみられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3 欧州 

①ロッテルダム港 

 海港であるロッテルダム港は，市の組織の一部である港

湾局がその管理運営を担っていたが，2004 年に市が株式

100％を有する公社に移行された．これにより予算や港湾料

金設定等の意志決定について市議会の承認を経ることなく

経営に関する意志決定ができる．井上（2013）５）は，この

改変によって活動の自由度が高まり，子会社の設立や他企

業との提携，資本参加などが可能になったことをその実例 

（ロッテルダム港がオランダ鉄道と共同して貨物専用鉄道

の運営会社である KeyRail 社を設立したこと）とともに指

摘している． 

 ロッテルダム港では，港湾での混雑が問題となっており

環境に配慮したグリーンポートを目指している．港湾での

一部機能の港湾外への展開ならびにモーダルシフト（トラ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.3  ロッテルダム港による InlandLinks の紹介画面

 注：図中の四角一つ一つが登録されている内陸港を示している．実際の画面では網掛けの部分に具体の 

   ドライポートの名称が記載されている． 

ロッテルダム港

ドイツ 

オランダ

ベルギー
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ックから鉄道・バージ等へのシフト）が課題となっており

その解決策の一つとして，背後のドライポートとの連携に

向けた取り組みが進められている． 

 ロッテルダム港は顧客である荷主に対してドライポート

の利用を促すため， InlandLinks という仕組みを立ち上げた．

図-6.3 のように，ロッテルダム港が背後のドライポートに

対しロッテルダム港の背後ドライポートのネットワークへ

の参加を募り，参加が認められたドライポートを HP 上に

紹介して荷主への利用を促すというものである 18) ．現地で

のインタビューを行った 2013年 7月時点で参加ドライポー

トは約 50 あり，ロッテルダム港周辺のものからドイツの

Duisport，遠くはハンガリーのドライポートも参加している．

このように海港が遠く内陸までの背後輸送に対して配慮し

ている点が特徴的であり，これには背後輸送の効率化とと

もに集荷圏の拡大という目的が見て取れる． 

ロッテルダム港（公社）関係者へのインタビューにより

得られた知見を以下に示す． 

・荷主等にモーダルシフトは強制することができないため， 

荷主等の自発的な取り組みを促すため 2011 年に 

InlandLinks を立ち上げた． 

・参加するドライポートに対しては，システム運営のため 

の登録費の支払いと，ドライポートロッテルダム港の間 

の鉄道・バージによるシャトルサービスが確保されるこ 

とを条件に参加を認めている．ドライポート自体の施設 

や運営の質も重要なため外部機関にその評価を依頼して 

いる． 

・港湾の公社化により活動の自由度が高まり，このような 

港湾の範囲を超えた背後圏の輸送にも関与できるように 

なった．今後港湾外に土地を購入しドライポートを設け 

る予定もある． 

またロッテルダム港では個別のターミナルに利用許可を 

与える際のコンセッション条項においても背後輸送におけ

るモーダルシフトの目標値を設定している．その結果ター 

ミナル側においても背後輸送の合理化やドライポートの利

用を行う必要が生じており，例えば ECT ターミナルにおい

てはターミナルより内陸部分の輸送（背後輸送ならびにド

ライポート）に関するサービスパッケージを用意している

（同ターミナルによる HP19） によるとこれはと European 

Gateway Services と称されている．）．具体的にはロッテルダ

ム港背後に複数のドライポートを確保し，高頻度のリンク

（鉄道もしくはバージ）で接続するサービスである．これ

らのドライポートはオランダのみでなくドイツやオースト

リアにも及ぶ． 

 このサービスは主に３つのカテゴリーに分かれており，

第一は複数の輸送モードからなる背後輸送の提供であり，

また第二は貨物の通関手続きに関する荷主への負担軽減で

ある．そして第三は背後のドライポートでのサービス提供

である（空コンテナの保管，検査や洗浄等）． 

 上記のような取り組みは海港がドライポートをモーダル

シフトの促進やそれによる背後アクセスの改善，背後圏か

らの集荷力の拡大のために戦略的に活用しているものと考

えられる一方，モーダルシフトは進んでおらずその理由と

して海港のターミナルとバージ輸送の接続性に課題がある

との指摘もある（Van Der Horst and Kuipers (2013)20））． 

②ドイツ 

内陸でのドライポートも国際輸送サービスの改善に寄与 

する例があり，もっとも規模が大きく成功しているといわ

れているのがドイツの Duisburg である．Duisport は世界最

大の内陸港と言われ年間の取扱個数もコンテナ港のランキ

ングに掲載される程の数になっている．かつては製鉄等の

重工業が栄えていたが，産業構造の転換と共に，国・州政

府・市が共同出資で当該港を立ち上げ地域経済の活性化の

ため物流のハブへと転換させる取組みを 1998 年から実施

した．森（2001）21) は，欧州の主要都市に近く，また高速

道路網，鉄道，ライン川といった交通の要所に立地してい

ることや周辺に数多くの物流施設が立地していることが当

該港が内陸港として発展する要因であると指摘している． 

また，ロッテルダム港等の海港との連携関係を指向して

おり，アントワープにある Gateway ターミナルに対して資

本参加を行っている（中野，2013）22) ．海港側も混雑が問

題となっていることから，その機能の一部をドライポート

が担うことで港頭地区の混雑緩和に繋がるため，両者の利

点が一致し互いの連携を行うメリットが発生する． 

 Duisport の HP23) によれば，コンテナの取扱容量は年間

225 万 TEU（2010 年），物流関連用地の面積は 1350ha とさ

れている．欧州の各方面に高頻度の輸送サービスが提供さ

れており，例えばロッテルダムまで鉄道で週 19 便，バージ

で週 32 便のサービスが利用可能となっている．これは海港

とのアクセス性を強化し，背後輸送の効率化に寄与してい

ると言える． 

③その他の事例 

 他の欧州各国でも，背後輸送の効率化に向けドライポー

トの活用が見られる．Roso and Lumsden(2010)24) は，欧州の

ドライポートを紹介しているが，その中でもマドリッドの

例は 4 つの海港（バルセロナ・ビルバオ・アルヘシラス・

バレンシア）の港湾管理者が共同で所有している点が特徴

的である．これらの海港はバルセロナ港の場合で 600km と

遠隔地にあることからマドリッドのドライポートとは鉄道

で接続されている．取扱貨物量は年間 6 万 TEU であり面積

は 14ha、通関やフォワーディングサービスが可能である．
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ドライポートの整備が地域に新たなビジネス機会や雇用を

もたらしたことが指摘されている． 

 この他，フランスにおいては内陸都市リヨンにドライポ

ートが立地し，310km 南のマルセイユ港との間で鉄道・バ

ージによる輸送が行われている．リヨンのドライポートの

運営は公社が行っており，この主体に対してマルセイユ港

が 16％出資している（Rodrigue et al.（201025））． 

6.4 アジア 

１）韓国 

①概況 

 韓国において港湾運営体制が確立されたのは比較的最近

のことであり，Song ら（2007）26) はそれが 1967 年の Harbor 

Act 以降であったことを指摘している． 

 未整備の港湾インフラを増加させるため，国が主導で港

湾の整備・運営を行ってきたが，2000 年代初頭に港湾公社

法が制定された．その目的は，中国等の近隣諸国の急速な

港湾整備を背景に，釜山港湾等の韓国の港湾が北東アジア

地域でのハブ港としての地位を維持すべく，港湾管理運営

において公社制度を導入することである．この背景には，

韓国においても民間の能力が向上したことがある．釜山港

では 2004 年に釜山港湾公社（BPA: Busan Port Authority）が

設立されている．その狙いとしては，港湾施設の開発及び

管理運営に関する専門性を発揮しまたマーケティング機能

の強化を図ることである． 

 またその一環として整備された背後物流団地は，グロー

バル SCM が普遍化する中で，高付加価値型のロジスティク

スセンターを整備することにある．機能としては在庫保管

や流通加工，全世界への配送等が既に導入されている． 

②釜山港背後物流団地 

 釜山港の背後物流団地は，釜山新港の整備に合わせ運営

が 2006 年から開始されている．現地での関係者（中央の研

究所，BPA，立地企業）へのヒアリング調査によれば，開

発整備が順調に進んでいるとのことである． 

・国と中央の研究所が主導しているが，実際の運営は BPA

などの運営体に任せている．現場でのニーズの吸い上げ

などは現場に近い組織が行うことが適当だからである．

法律制度は国，実際の運営・サービス向上は現場の BPA

というように分担を明確化させている． 

・港湾もトランシップを行うだけでなく付加価値をつけて

雇用・波及効果を生み出す取り組みが必要．その際の鍵

になるのは経済のグローバル化であるという認識がある．

特に韓国は国内市場が小さいため，トランシップや外資

を呼び込むことが大変重要である． 

・物流団地から発生する貨物量は実績ベースで 90 万 TEU

程度であり創出されている雇用は約 2,000 名（韓国人の

みカウント）である．釜山港全体（約 1,800 万 TEU）の

中では多くはないが貨物誘致の一部になっておりまた経

済波及効果もある． 

・運営については BPA が行い入居者の選定や日々の運営で

のサービス向上に努めている．外資の誘致・貨物の誘致

の観点で，最低でも立地企業に対し 10％は外資の投資を

求めている． 

・FTZ では関税手続きが煩雑になりがちなのでそれをなる

べく避け物の動きをとにかくとめないよう苦心している．

BPA の所掌ではないが関係部局にも働きかけている．顧

客重視でなければならない． 

・コスト，荷さばきの迅速さ，港湾からの貨物引き取りの 

早さが良い．24 時間 365 日ベースでターミナルはオープ

ンしており CY での引き取りも速く通関で検査扱いにな

っても１～２時間で終わる．物流関連のサービスは日本

と同程度に洗練されている．ただ時々細かい意思疎通が

できない． 

土地は非常に安価に借りることが可能（坪 100 円/年，50 

年間の契約でのリース）である．全般的には使い勝手が 

良いと評価している． 

このように背後物流団地は国家の戦略として立案・制度

設計がなされている一方で，港湾公社が現地できめの細か

いサービスの提供を図ろうとするもので，現段階で一定の

成果を収めているものと言える． 

③背後輸送の効率化 

韓国においては，貨物量取扱いの大半を釜山港が取扱い，

例えば首都のソウルまで約 350km と距離があることから，

ICD（インランドコンテナデポ）と称されるドライポート

が整備されている．韓国での関係者に対するヒアリングに

よれば韓国における ICD 整備の経緯は以下の通りである。 

・ソウル近郊の義王、釜山近郊の簗山をはじめいくつかの

ICD が 1990 年代から整備されている.その配置について

は国が計画を策定し，港湾を所管する省庁も参画した． 

・土地の整備は国が行い，上物施設の開発や運営は民間企

業等が行う． 

・開発の経緯としては釜山港周辺に物流施設がなく混雑が

あったことが挙げられる． 

筆者がヒアリング時に入手した資料によれば，韓国最大

の ICD である義王 ICD は公共主体である韓国鉄道が 25％

出資その他 75%を民間企業が出資して設立された公社が

運営を行い，釜山との間には 1 日 35 往復の鉄道サービス

が供給されている．2008 年の取扱個数は約 94 万 TEU であ

る．一方釜山港に近い簗山 ICD はその運営会社の設立に

あたっては釜山港湾公社が約 11％の出資を行っている．釜

山港と距離的に約 20ｋm と近いことから道路輸送が多く
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を占め，近年釜山新港において大規模な物流拠点が整備さ

れたことからその重要性は低下しているとの指摘がなさ

れている． 

 柴崎ら 27) は現地調査の結果から，これらの ICD におい 

てコンテナのラウンドユース（輸入で使用した空コンテナ 

を港へ回送せずに輸出のコンテナとして再利用すること） 

やバンニングが行われている可能性を指摘している． 

④評価 

韓国の港湾整備・運営等については国が計画・制度設計

等を主導して実施しており，公社等が実際の運営を行うと

いう形態がとられている．国を上げて中国をはじめとした

成長著しいアジア各国の貨物の取り込みに成功していると

言えるが，それは韓国の港湾整備の時期とこれらの国の成

長とのタイミングが合致したことも要因として挙げられる． 

他方で，背後物流団地については，立地企業が十分な高

い価値付加を生み出していないことが指摘されている 28) ．

この中では，背後物流団地が発生させる付加価値額がロッ

テルダム港で生み出される付加価値よりも小さいことが示

されている．経済のグローバル化が進む中で，外資導入を

きっかけとして高付加価値型の産業を導入し所得の向上に

繋げようとする考え方が背景にあるものと推察される． 

 また，港湾公社についても，釜山港が実施している船社

へのインセンティブについてその成果測定が不十分である

ことや，マーケティングの方法について改善の余地があり

公社の機能についての改善の必要性が指摘されている 29) ． 

２）その他アジア地域での背後輸送効率化事例 

中国の事例としては，Beresford et al .(2012)30) が天津港と

連携している事例としての Shijiazhuang（石家荘）における

ドライポートを分析している．このドライポートは 400km

離れた天津港がその設立を国に働きかけ，国ならびに地方

政府がその設置を承認し 2006 年から運営されている．計画

取扱い貨物量は約 20 万 TEU（年）であり，自治体が天津港

へのアクセス性を高め地域開発の拠点として機能すること

が目指されている．運営は国営公社により行われている． 

 この他アジアにおけるドライポートについては Hanaoka 

and Regmi（2010）31) が事例分析を行っており，中国で 18

もの大型の鉄道デポ・配送センターが整備されておりまた

インドでは 59 の ICD（うち 49 は輸出入対応）がネットワ

ーク化されていることを指摘している．またベトナムやイ

ンドネシアにおいてもドライポートの導入が進んでいるな

ど，多数の事例がある． 

6.5 日本 

港湾リードタイム短縮や物流の見える化対応に加え，我

が国でも内陸のインランドデポや保税倉庫が整備運用され

てきた．資料32) では大田国際コンテナターミナル等の北関

東地域の国内事例が調査されているが，地元の自治体等が

出資する第三セクター方式ないしは企業が共同出資する共

同組合の形で整備等がなされ，我が国において京浜港等の

海港がドライポートの整備や運営に関与したという例は示

されていない． 

 最近になり，国土交通省による国際戦略コンテナ施策に 

おいて，国内での集荷の強化の必要性が認識されたこと 

などから海港によるアプローチが見られるようになってい 

る．例えば阪神港においては，大阪港埠頭公社（当時）が 

大阪港から約 100km 離れた滋賀県において ICD を 2012 年 

に整備し，民間運営者の下で空コンテナのラウンドユース 

の実証実験行った．大阪市は当該 ICD を活用したラウンド 

ユースに対して，荷主にインセンティブを補助するとして 

おり，CO2 削減と集荷力強化を指向した取組みとなってい 

る 33）． 

 京浜港においても，2014 年 3 月に東京港埠頭が荷主間の 

コンテナ物流情報サイトを設置しこのなかでコンテナラウ 

ンドユースなどのマッチングについての情報共有も可能と 

されている 34）．ただし特定の ICD を活用する形にはなっ 

ていない． 

 資料 32) は自治体のインランドポート整備構想である． 

海港との間の連携（シャトルサービスなど）が盛り込まれ 

ドライポートの定義に近いものをめざしているが，事業化 

にむけた取組みが進められている段階である. 

 我が国においてもさらにドライポートが整備・運営され 

るかどうか注目されるが，ラウンドユースについて輸入コ 

ンテナ個数と輸出個数のインバランスや，異なる船社間で 

の実施が難しいことなど課題や制約も指摘されている 13) ． 

6.6 海外事例に関する考察 

 以上から海外事例による知見を以下にまとめる． 

 国際輸送のリードタイム短縮については，リードタイム 

そのものを直接的に短縮する取り組みは見られないが，リ 

ードタイムの実績を示すことで，輸送事業者にその改善の 

動機付けを行っている事例が見られた．リードタイムにつ 

いてはその安定性も重要であり，輸送の定時性をモニタリ 

ング・改善しようとする取り組みが見られた． 

 近年の取り組みとして多いのはドライポートの活用など 

による背後輸送の効率化や回廊化である．鉄道やバージの 

活用やラウンドユースによる輸送の定時性の確保や渋滞改 

善，コスト削減に向けた取り組みは多い． 

 ロジスティクス・ハブについては，釜山港湾が背後物流 

団地として取り組みを進めて一定の効果を収めている他， 

米国では FTZ 設置への支援や，ポートオーソリティによる 

物流施設の開発といった事例も見られた． 

 またこれらの事例に共通しているのは，グローバル化の 
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中で，サプライチェインを誘致することによって地域の経 

済成長，雇用増加に繋げようとする意向である．特に米国 

の港湾やロッテルダム港ではその目的のため港湾地域外で 

の活動も行っている．港湾が国際輸送サービスでのキープ 

レイヤーとなるためには一定の活動の自由度も必要とみら 

れる． 

 

７. おわりに 

 

 本研究では，荷主企業等へのアンケートやヒアリング， 

海外港湾でのSCM対応事例などを通じ，我が国企業のSCM 

の実態を把握しまた今後のサービス改善の方向性について 

考察した．主要な結論は以下の通りである． 

・業種により異なるが，本研究による分析では我が国の生

産機能の低下は明確には確認できない．これは中国等の

アジア地域での購買力が向上し，自動車等の生産量自体

が増加していることによる．アジア地域を中心にサプラ

イチェインのグローバル化が進んでおり，アジア地域に

おける国際輸送サービスの向上が望まれる． 

・港湾等のリードタイム短縮は荷主企業からのニーズが高

い．この背景には生産の短サイクル化などがある．1 日

であっても確実に輸送短縮が可能であれば荷主企業はメ

リットが生み出せる可能性がある． 

・輸送の安定性は重要であるが，そのリスク管理の手段と

して輸送状況の見える化がある．我が国の港湾では輸送

状況の情報提供が進みつつあるが，それを洋上へ展開す

ることや，海外の港湾でも同様のサービスを提供するニ

ーズが高い．またリアルタイムベースではなく，実績ベ

ースでの輸送の安定性に関する情報提供ニーズもある． 

・港湾ロジスティクス・ハブについては，一定のニーズも

現状でみられるが，三国間輸送貨物の取り込みという観

点では需要が顕在化するのはこれからとみられ，今後も

アジア各国の購買力の向上の状況について注視していく

必要がある． 

・我が国においても背後輸送の効率化や回廊化に向けた取

り組みが一部始まっているが，海外の状況と比較すれば

さらに取り組みを進める余地があると考えられる．特に

グローバル SCM において我が国は港湾のみでなく内陸

においても輸入部品等への価値付加と再輸出を行ってお

り，背後輸送の効率化は重要であると考えられる． 

今後の課題として，以下の事項が挙げられる． 

第一に，荷主企業のニーズについてはアンケートやヒア

リングをベースに傾向を掴んだものに過ぎない．今後は，

ケーススタディなどを行い，より企業の SCM 運営の実情を

踏まえた具体的な検討を行う必要がある．この際には，同

一企業においても国際輸送サービスへのニーズは品目やタ

イミングによっても異なることに留意する必要がある． 

第二に，港湾側のサービスレベルについて定量的な評価

を行う余地がある．カナダ政府やバンクーバー港の取り組

みにみられるように，自らの港湾がどの程度の国際輸送サ

ービスの水準を提供できているか検証し必要に応じて関係

者とも連携しつつ改善していくことが必要であろう．この

ような情報をユーザーに提供できれば，荷主企業は SCM の

運営をより効率化できる可能性も出てくる． 

第三に，国際輸送サービスでの技術革新である．本稿で

は見える化の重要性を示したが，洋上での貨物追跡の方法

としては最近技術開発が進んでいる衛星 AIS（Automatic 

Identification System）など新たな技術を使用できる余地もあ

る．また新たなサービスが提供されれば，荷主側もそれに

合わせ SCM の高度化を行うことも期待される． 

 

謝辞 

 本研究の実施においては，以下の通り多数の方からご支

援を頂きました． 

多くの荷主・物流関係企業からアンケートの回答を頂き

ました．またそのうち数社の企業の方には，実際にお時間

を頂いてヒアリングに応じて頂きました． 

 また海外の港湾については，韓国海事研究所（KMI），釜

山港湾公社（BPA），ならびに背後物流団地の利用企業の方

から貴重なコメントを頂きました．国土交通省の宮津氏（前

在韓国釜山領事館勤務）からは現地での資料のご提供等多

大なご支援を頂きました． 

 ロッテルダム港では，PoR(Port of Rotterdam) の背後輸送 

効率化のご担当からお話を頂く機会を得ました． 

 米国のシアトル港ではご担当から貴重な情報を頂きまし

た．またバージニア VPA のご担当からは，ヒアリング並び

に現地の港湾視察の機会を与えて頂きました． 

 ここに謹んで謝意を表します． 

（2015年5月29日受付） 

 

参考文献 

1) Chistopher(1998): Logistics and Supply Chain Management, 
Financial Times.  

2) 安部智久ら(2005)：国際物流サービス水準がＳＣＭに及

ぼす影響に関する定量的評価：製造業におけるケース

スタディ，国総研資料 No.270. 
3) Notteboom and Winklemans(2001): “Structural Changes in 

Logistics”, Maritime Policy and Management, 28(1). 
4) Morash and Clinton(1997): “The Roles of Transportation 

Capabilities in International Supply Chain Management”, 
Transportation Journal, 36(3). 

5) 安部智久，高橋宏直(2004)：グローバルロジスティクス



                 最近の企業 SCM の動向把握と港湾サービス改善への示唆／安部 

- 30 - 
 

時代における港湾の機能・サービスに関する一考察，

国総研資料 No.144. 
6) Notteboom and Rodrigue (2005) : “Port Regionalization: 

Towards a New Phase in Port Development”, Maritime 
Policy and Management, 32(3).  

7) 井上聡史(2013)：サプライチェーン時代における港湾の

経営，運輸政策研究，15(4) Winter. 
8) Roso, V. and Rosa, A. (2012): Dry Port in Concept and 

Practice, Maritime Logistics, Kogan Page. 
9) Notteboom and Rodrigue(2009): Inland Terminal within 

North American and European Supply Chains, in 
Development of Dry Ports, UN-ESCAP. 

10) 小山太一(2014)：だから製造業は儲からない，日刊工業

新聞社． 
11) Chen and Notteboom (2014): “Cost Perspective on the 

Location of Value Added Logistics Service in Supply 
Chains”, International Journal of Logistics Systems and 
Management, 18(1). 

12) 森川健(2015): サプライチェーンの見える化，戦略的

SCM，日科技出版社 
13) 財団法人企業活力研究所(2013):東日本大震災を踏まえ

た企業の事業継続の実効性向上に関する調査研究報告

書 
14) 黒澤智治(2013):東アジアとの連携を主とした北部九州

港湾整備のための方法論，学位論文（日本大学）. 
15) 安部智久(2014):ドライポートの世界的動向と日本への

適用に関する基本的考察，土木計画学春大会講演集． 
16) Monis, J. and Lambert, B. (2013): Intermodal Freight 

Corridor Development in the United States, in Dry Ports- 
Global Perspective, Ashgate. 

17) 2014 年 11 月の APEC 関連セミナー資料による. 
(http://www.apecpsn.org/index.php/events-and-activities/2

012-04-16-11-44-24/workshop-and-conference/ 
apsn-workshop-on-gateway-ports） 

18) http://www.inlandlinks.eu/en 
19) http://www.europeangatewayservices.com/# 
20) Van Der Horst, M. and Kuipers, B.(2013) : A 

Multidiciplinary Analysis behind Coordination Problem in 
Container Barging in the Port of Rotterdam, Proceedings of 
IAME Annual Conference 2013, France  

21) 森隆行(2001)：転換図るデユイスブルグ港，雑誌「港湾」，

2001 年 5 月号. 
22) 中野宏幸(2013)：欧州内陸港デユースブルグ港の経営戦

略，雑誌「港湾」，2013 年１月号 
23) http://www.duisport.de/?lang=en 
24) Roso, V. and Lumsden, K.(2010): A Review of Dry Ports, 

Maritime Economics and Logistics, 12(2). 
25) Rodrigue, J. et al. (2010): Functions and Actors of Inland 

Ports: European and North American Dynamics, Journal of 
Transport Geography, 18(4). 

26) Song and Lee(2007): Port Governance in Korea, in 
Devolution, Port Governance and Port Performance, 
Elsevier. 

27) 柴崎隆一ら(2006)：韓国釜山港周辺における国際海上コ

ンテナ用トレーラーの通航実態とわが国に与える示唆，

国土技術政策総合研究所資料，No.349. 

28) 韓国銀行釜山本部(2012)：釜山新港背後団地開発現況と

政策課題. 
29) 国立予算政策処(2011)：港湾公社運営の問題点と改善課

題． 
30) Bresford, A. et al.(2012): A Study of Dry Port Development 

in China, Maritime Economics and Logistics, 14(1). 
31) Hanaoka, S. and Regmi, M.(2011): Promoting Intermodal 

Freight Transpoirt through the Development of Dry Ports in 
Asia: An Environmental Perspective, IATSS Research, 35. 

32) 佐野インランドポート事業計画調査検討委員会

(2013)：佐野インランドポート事業計画等調査報告書． 
（http://www.city.sano.lg.jp/kakuka/inlandport.html） 

33) 海事プレス 2012 年 9 月 18 日号． 
34) 荷主と輸送 No.473，2013 年 3 月． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                           国総研資料 No.852 

- 31 - 
 

参考資料 
 
（図-2.1 での自動車メーカーの SCM の模式図の内容詳細，

国総研資料 No.270 からの該当部分の抜粋） 
 

日本と北米間のチェインとなっており，日本で部品を製造

し，主に海上コンテナによる国際輸送によって北米港湾へ

輸送する．北米港湾からは部品は鉄道により内陸部の工場

へ輸送され，最終的な製品の生産に用いられる．その後北

米内のディーラーから消費者への販売が行われる．このサ

プライチェインを，企業がマネジメントする実態は以下の

ようになっている． 

 

・長期的な売り上げ実績等から，向こう 4 ヶ月先の長期

販売見込みを予測し，さらに生産能力を考慮して， 

 長期的な生産量を決定する（①②）． 

・稼働日（休暇日等）を考慮し，長期的な生産計画を策

定する（③）． 

 ・概ね生産計画において生産を行う予定月の 5 週間程度

前に，日本側へ部品の使用予定量が内示発注として示

され，部品の出荷準備が開始される（④）． 

・部品の出荷準備の後，北米へ発送を行うが，生産予定

日から約 5 週間前（日米の調達リードタイム分の時間

前）に，内示発注を行った後の最新の売り上げ実績（⑤）

等を考慮し，事前発注がなされそれに基づいて北米へ

部品が発送される（⑥）． 

・発送された部品は，北米内での港湾，鉄道輸送を経 

て，北米内の工場で保管される． 

・北米での生産から一週間程度前に，ディストリビュー

ターから製品である車両の注文について確定発注を受

け確定生産計画が策定される（⑦）．これは生産台数や

オプションの有無等に関する最終的な生産量を決定す

るものである． 

 ・工場では，確定生産計画と，貨物の輸送状況から，部

品の在庫予測（⑧）を行い，実際に生産で使用する部

品の確保の可否を確認する．在庫が不足し生産が停止

することが予想される場合は，部品追加発注（⑨）を

行い，航空輸送によって製品の生産（⑩）に間に合わ

せる． 

 ・事前発注の後に確定生産計画が決定されるため，これ

らの間に誤差が生ずるがこれは事後補正（⑪）により

調整される．例えばこの誤差によって米国へ過大な部

品が輸送された場合には，その後の日本からの発送量

を減じることで調整する． 

長期的な生産計画を用いるのは，生産の平準化のためで 

ある．製造業の場合には，大がかりな設備を必要とするた

め需要の変動に対処するのは容易ではなく，頻繁に生産能 

力を変更すればコストが高くなる．またグローバルなサプ

ライチェインでは需要変動はブルウイップ効果を発生させ

る可能性がある． 

異なる発注量が 3 種類（内示発注，事前発注，確定発注）

使用されているが，これはリードタイムを考慮するための

手段である．例えば日米間の調達リードタイムは約 5 週間

あるため，確定発注の後に日本から発送を行うと部品の調

達が間に合わない．このため精度は落ちるが日本から部品

を発送する段階での需要予測値を用いて発送量を決定する

（事前発注）．4 週間の間に需要は変化するため，事前発注

とこの後に示される確定生産計画の間に誤差が生ずるが，

この修正のため事後補正が用いられている．また，一定レ

ベルの安全在庫の保有もこの誤差に対応するための手段と

して用いられている． 
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